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要旨

本論文は、ロンジチュージナル・データ (longitudinal data)の構造を解説し、これを用いた近年の実証研

究を紹介したものである。本論文の目的は、以下の 2点にまとめられる。第一に、ロンジチュージナル・デー

タを用いた実証研究によってこれまでに明らかにされている事実を整理することである。そして第二に、今

後日本でこの種のデータの整備を進める上での注意点を明らかにすることである。

本論文では、アメリカとカナダの具体例を基に、ロンジチュージナル・データの構造と特徴を解説した。そ

して、このデータを用いた 55本の研究論文を 5つの研究テーマ別に紹介した。「雇用・賃金」、「技術・生産

性」、「参入・退出」、「政策の効果」、「貿易・直接投資」の各テーマ別実証分析の結論の中で特に注目される

のは以下の点である。

雇用・賃金に関する分析では、グロスの雇用変動は、毎年雇用全体の約 10%の大きさに上っていることが

確認されている。また事業所の規模に注目すると、アメリカの場合、小規模事業所の雇用創出は大規模事業

所と比べて小さい。一方、カナダや日本の場合、小規模事業所の雇用創出は大規模事業所と比べても大きな

割合となっており、製造業全体の雇用創出に大きく貢献している。

技術・生産性に関する分析で明らかにされた重要な事実は、古い事業所ほど生産性が安定的に推移すると

いうことである。またカナダの中小企業に注目した場合、技術の導入を活発に行っている企業は、雇用や生

産性などのパフォーマンスも良いことが確認されている。

事業所の参入・退出に注目した分析では、以下の 2点が明らかにされている。第一に、事業所の参入・退出

の多くは古い事業所が新しい事業所に取って代わるというものではなく、むしろ新しい事業所ほど参入・退

出ともに頻繁に行っている。第二に、事業所が退出する場合、事業所規模の小さいときには廃業の形を取る

ことが多いが、事業所規模が大きいときは廃業ではなく買収・合併される傾向にある。この他、輸出市場に

参入する事業所は、参入の際にサンクコストを必要としていることも確認されている。

政策の効果についての分析は主に途上国を対象として行われており、金融・貿易の自由化政策が企業・事

業所のパフォーマンスを改善させることを明らかにしている。

貿易・直接投資に関する分析では、輸入や海外生産が国内の生産を減少させる可能性があることが確認さ

れている。ただし、輸入の場合、必ずしも全ての製品の生産にあてはまるわけではない。輸入と直接競合し

ないような高価格製品の生産については、輸入のマイナスの影響は確認されていない。

本論文のサーベイを通じて、今後日本でロンジチュージナル・データを整備する際に注意すべき点もいくつ

か摘出された。特に企業・事業所の追跡方法 (永久背番号の付け方)、企業・事業所の産業格付け、オーナー

シップの捉え方、情報の守秘、データの利用可能性についてはさらなる工夫の余地があると考える。

ロンジチュージナル・データを利用した実証分析は、単なる実証分析の精緻化に留まらず、理論分析への

フィードバックも大きい。また政策提言に対しても有用であり、日本でも早急に整備されることが望まれる。

しかしその整備にあたって、どのような情報が必要なのか、事業所・企業をどのように追跡していくのかな

ど、実際の用途を踏まえた上で十分に議論していく必要がある。
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1 イントロダクション

近年、アメリカ、カナダを初めとする世界各国では、企業・事業所ベースのロンジチュージナ

ル・データ (longitudinal data)を用いた研究が活発に行われており、これまでの国・産業・製品

分類ベースの集計データでは明らかにされていなかった事実が次々と発見されている2。日本では、

ロンジチュージナル・データの組織的な整備はまだ完了していないが、研究者が試験的に個票を接

続し、それを用いて分析を行うという形で、企業・事業所ベースの実証研究が始められつつある。

今後、日本でもこの種のデータの整備が進むことを踏まえると、現時点でこれまでの実証研究を整

理し、今後の研究課題をまとめておくことには、大きな意義が見出せるであろう。

本論文では、ロンジチュージナル・データの中でも特に企業・事業所を対象としたものについて、

データの構造を解説し、それを用いた実証研究を紹介する。データの構造の解説では、具体例とし

てアメリカとカナダのデータを用いる。また実証研究の紹介は、特に「雇用・賃金」、「技術・生産

性」、「参入・退出」、「政策の効果」、「貿易・直接投資」の 5つの研究テーマに絞って行う。本論文

でのサーベイを通して、これまでに明らかになっている事実を整理し、今後日本で進められるべき

ロンジチュージナル・データの整備と実証研究の方向性を考察する。

本論文の構成は以下の通りである。次節では、ロンジチュージナル・データの構造や特徴を解説

する。第 3節で、このデータを用いた近年の実証研究を紹介する。第 4節で本論文を締めくくる。

2 ロンジチュージナル・データ

本節では、まずロンジチュージナル・データの特徴や構造、その意義について解説する。次に

ロンジチュージナル・データの具体例として、アメリカで整備されている Longitudinal Research

Database (LRD)、およびカナダで整備されている Longitudinal Panel Data (LPD)と Longitudinal

Employment Analysis Program File (LEAP File)を紹介する。

2ロンジチュージナル・データはパネル・データ (panel data)と呼ばれることもあるが、経済学の分野では両者は明確
には区別されていない。一般には、パネル・データの方が広い意味で使われる傾向にある。パネル・データという用語は、
経済主体の大きさに関わらず、時系列に追跡している全てのデータに対して用いられる傾向にあるが、ロンジチュージナ
ル・データという用語は、企業・事業所・個人などより小さな経済主体に用いられる傾向にある。言い換えれば、国・産業
などの時系列追跡データには「ロンジテューディナル」という用語は用いられない。
東洋経済新報社の『統計学辞典』のように、調査対象を固定するかどうかでロンジチュージナル・データとパネル・デー

タを区別するケースも存在する。しかし経済学でパネルという場合には必ずしも調査対象を固定しているとは限らず、パネ
ル・データを用いて参入・退出を分析するケースも存在する。
本論文で言う「ロンジチュージナル・データ」とは、企業・事業所・個人ベースの時系列追跡データを指すものとし、そ

の中でも特に企業・事業所ベースのものに焦点を当てて議論する。
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2.1 ロンジチュージナル・データ

2.1.1 構造

ロンジチュージナル・データとは、企業・事業所などの各サンプルの情報を時間を通じて追跡し

たデータのことである。観測期間を通じて全てのサンプルの情報を追跡できるものはバランス・パ

ネルと呼ばれる。一方、観測期間を通じて継続して追跡できないサンプルを含むものは非バラン

ス・パネルと呼ばれる。データの最も大きな特徴は、データの集計を行う際に、企業・事業所の各

サンプル別に背番号を付している点である。

ロンジチュージナル・データでは、各サンプルを特定化するために各サンプル別背番号を利用し

ている。一度各サンプルに登録された背番号は、そのサンプルの性質が変わらない限り、原則的に

永久に保存される3。この永久に保存される背番号 (以下、永久背番号)を利用することで、各サン

プルの情報を時系列的に追跡することが可能となっている。

図 1はロンジチュージナル・データの構造を具体的に示したものである。縦軸は各サンプル (こ

こでは事業所)、横軸は観測期間 (ここでは年単位)を表している。各セルには t期の各事業所の情

報 (ここでは雇用者数や付加価値などのデータ)がまとめられている。背番号 (縦軸)が 1から a- 1

の事業所は、観測期間を通じて継続して追跡できる事業所である。aから b- 1は、事業所が観測

期間の途中で退出したケースを示している。事業所が参入と退出を繰り返すケースは、bから c- 1

の事業所として表される。cから d- 1の事業所は、観測期間の途中で参入・退出するケースであ

り、dから nの事業所は観測期間中に参入したケースである。aから nの事業所は、観測期間を通

じて継続的に追跡できないケースを表している。これは事業所の退出に伴い観測できない値がある

ためであり、図 1のロンジチュージナル・データが非バランス・パネルとなっていることを意味し

ている。

2.1.2 ロンジチュージナル・データを利用する意義

ロンジチュージナル・データを整備・利用する意義としては、少なくとも次の 3点が挙げられ

る。第一に、経済理論そのものへのフィードバックが大きいという点である。企業ベースで調査さ

れたロンジチュージナル・データは、経済学上重要な経済主体の 1つである企業そのものを記述し

た統計である。このため、統計上観測された企業の行動は、そのまま生産者行動を記述した理論モ

デルと結び付けることができる。

3ただし、何を基準として「サンプルの性質が変わらない」と定義するかは国によって異なる。本論文の第 2.3 節では、
カナダの例をもとに、背番号が変更されるケースを紹介する。
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またロンジチュージナル・データの情報量は、様々な属性のコントロールを可能にする。産業

や製品分類などの属性をコントロールすること、すなわち「他の事情一定」の状態に近づけるこ

とは、理論モデルの現実妥当性を検討する上で必要不可欠な作業と言える。ロンジチュージナル・

データは、理論の妥当性をテストする上でも有効である。

第二に、実証分析の精度が飛躍的に上昇する点である。ロンジチュージナル・データは企業・事

業所ベースで調査されているため、産業内・製品分類内の変化も捉えることができる。日本には通

商産業省の『企業活動基本調査』や『工業統計表』などのように企業・事業所ベースで調査された

データが存在する。しかしこれらのデータは公表段階で産業・製品分類ベースに集計されるため、

現実には企業・事業所ベースで利用することが難しい。現在公表されているデータでは、利用者が

時系列に接続して用いたとしても、産業内・製品分類内の変化は捉えられない。ロンジチュージナ

ル・データを利用して初めて産業内・製品分類内の変化を捉えることができる。

この意味を考えるために、今仮に、景気の後退が雇用にどのような影響を及ぼすかについて分析

するケースを想定してみよう。例えば公表されている『工業統計表』を時系列につなげて利用する

場合、産業分類間の雇用の変化は捉えることができても、産業分類内の変化について捉えることは

できない4。実際の労働の移動が同じ産業、同じ製品分類に含まれる企業・事業所間で起こってい

るとき、産業ベースのデータや製品分類ベースのデータでは、それが例え時系列的に接続されてい

たとしても、雇用の変化の実態を把握できないことになる。しかし企業・事業所ベースのデータを

利用すれば、このような問題を回避することができる。企業・事業所の個々の変化を積み上げるこ

とによって同じ産業・同じ製品分類内での雇用の変化も捉えることができるからである。このよ

うに産業・製品分類内の変化に注目する場合、企業・事業所ベースで利用可能なロンジチュージナ

ル・データは非常に大きな役割を果たしうる。

そして第三に、政策的にも重要なインプリケーションが得られる点である。一般に、政策の影響

はラグを伴うことが多い。このような場合、企業・事業所のクロスセクション・データでは、政策

の効果を把握できないことになる。企業・事業所の個別情報を時系列に追跡したロンジチュージナ

ル・データは、こうした政策的な要請にも対応することができる。

4この場合、同一産業分類内での雇用調整は、ネットの調整分しか捉えることができない。この問題点の一つは、1) 雇
用の喪失なしに 10,000 人の雇用が創出されたケースと 2)110,000 人の雇用創出と 100,000 人の雇用喪失が同時に起こっ
たケースが、全く同じものとして捉えられてしまうことが挙げられる。1)と 2)のケースはネットの変化という意味では変
わらないが、潜在的にどのくらいの労働が移動しているかを考える場合には全く意味が変わってくる。
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2.2 具体例

第 2.1節ではロンジチュージナル・データの構造や意義について見てきた。国によって背番号の

付け方や集計項目など細かな違いはあるが、概念そのものはどこの国にも共通している。ロンジ

チュージナル・データの整備は先進国・途上国を問わず近年世界各国で進められているが、その中

でもとりわけ整備が進んでいる国として、アメリカとカナダが挙げられる。以下第 2.2節では、ア

メリカとカナダのケースを紹介する5。ロンジチュージナル・データで最も注目すべき点は、各事

業所の時系列の追跡方法、すなわち背番号の付け方である。本論文では、事業所の背番号に注目し

て各国のロンジチュージナル・データを紹介する。

2.2.1 アメリカの例

Longitudinal Research Database (LRD)

アメリカのロンジチュージナル・データは、Longitudinal Research Database (LRD)と呼ばれ

ている6。この LRDとは、製造業の事業所ベースのデータを時系列に追跡できるようにしたもので

あり、アメリカ統計局 (U.S. Bureau of the Census, Center for Economic Studies)によって、1986

年からその整備が始められた。これまでに 1,000,000を越える事業所について、1963年、1967年

及び 1972年～1993年までのデータが作成されている。

この LRDの大きな特徴として、各事業所を特定化するために永久背番号 (permanent number)

を利用している点が挙げられる7。アメリカの場合、一度ある事業所で登録された背番号は、例え

その事業所が廃業したとしても他の事業所に転用されることはない。つまり事業所の存続に関わら

ず、背番号は永久に保存されるのである。

表 1は LRDの集計項目をまとめたものである。各事業所ごとに出荷額、付加価値額、資本、労

働、エネルギー、主要製造品、地域、産業、オーナーシップ、事業所の開廃業日などが記録されてい

る8。これらの事業所ベースのデータは、主に The Census of Manufactures (CM)と The Census

5ロンジチュージナル・データはメキシコ、チリ、モロッコなどの開発途上国でも整備が進められているが、多くの場合
は世界銀行との共同プロジェクトの過程で独自に作成されたものであり、データの内容など詳細な情報については十分に
開示されていない。

6アメリカの LRDについて詳しく紹介した文献としては、McGuckin and Pascoe(1988)がある。この他に McGuckin,

Nguyen and Andrews(1991)や McGuckin and Nguyen(1995)にも簡単な解説が付されている。また LRDを含む統計
局の統計資料全般については、McGuckin and Reznek(1993)、McGuckin(1995b)、U.S. Census of Bureau(1995) な
どが詳しい。

7個々の事業所を特定化できるがために、その使い方によっては、企業・事業所のプライバシーが侵害される恐れもあ
る。このプライバシーを守るため、アメリカではロンジチュージナル・データをはじめとするマイクロデータ (個票に基づ
くデータ) の利用が法律によって制限されている。この詳細に関しては、McGuckin(1995b) を参照。

8LRDには各事業所のオーナーシップが記録されており、合併などに伴うオーナーシップの変化も追跡できるようになっ
ている。
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of Bureau's Annual Survey of Manufactures (ASM)という 2つの統計資料を基にして集計が行わ

れている。

CMは製造業の全ての事業所を対象とした事業所ベースの工業統計であり、1963年にアメリカ

統計局によってその集計が始められた。この調査は各事業所に質問票を送付するというアンケート

形式で行われており、調査項目は各事業所の労働、資本、地域、オーナーシップなど多岐にわたっ

ている。調査は約 5年ごとに行われ、それぞれの年につき 300,000を越える事業所が集計されてい

る9。

CMには各事業所の詳細なデータを得られるという利点があるが、その調査の細かさゆえに膨大

な時間、費用、労力を必要とし、約 5年に 1度しか集計することができないという欠点もある。そ

こでこれらの問題点を克服するため、毎年継続的に集計が行えるよう 1972年に CMを簡略化した

ASMが始められた。ASMもやはり、アメリカ統計局によって集計が行われている。この ASMも

製造業の事業所を対象としているが、CMと比べて大きく 2つの点で簡略化されている。第一に、

調査の対象としている事業所の規模が異なる点である。CMが全事業所を対象としているのに対

し、ASMは従業者 250人以上の事業所のみを対象としている。このため、調査対象となる事業所

数は毎年 50,000～75,000と CMと比べて大幅に少なくなっている。第二の違いはその調査項目で

ある。集計作業の簡略化のために、ASMでは CMより項目を絞って調査を行っている。具体的に

は、原材料消費や生産数量などの項目が削られている。また出荷された製品の分類も ASMでは非

常に大まかになっている。CMでは 11,000を越える製品分類が用いられているのに対し、ASMで

は約 1,500の製品分類しか用いられていない。

表 2は LRDに集計されている事業所数をまとめたものである。年によって事業所数にばらつき

があるのは、開廃業した事業所が含まれているためである。また先にも述べたように、CMと ASM

では調査の対象となる事業所の規模が違うため、CMを基に整備された年と ASMを基に整備され

た年の間には、集計されている事業所数に大きな違いが見られる。これは、CMでのみ集計されて

いる事業所、すなわち 250人以下の事業所については、毎年継続的に追跡できないことを表してい

る。言い換えれば、LRDは非バランス・パネルとなっている10。

9実際には、全ての事業所が調査の対象とされているわけではない。1967 年より、事業所の従業者が 10人以下で、その
他に事業所を持たない企業に属する場合、つまり 1企業 1事業所かつ従業者 10人以下の場合は、行政記録 (administrative
record)として調査の対象から外されている。また質問票を送付するという直接的な方法ではなく、その他の資料をもとに
間接的に得られたデータや、推計されているデータも存在する。なお行政記録に含まれる事業所の総出荷額は、各年、製造
業全体の 1.5%前後となっている。

10なお CMと ASMの情報は、それぞれ個別に利用されることもある。つまり分析によっては、LRDのうち CM(ASM)
の部分のみを利用しているケースもある。
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2.2.2 カナダの例

Longitudinal Panel Data (LPD)

Longitudinal Panel Data (LPD)は、カナダの製造業の事業所を対象として、カナダ統計局 (Statis-

tics Canada)によって集計されたロンジチュージナル・データである11。LPDはカナダの工業統計

表 (Census of Manufactures)を基に毎年作成されており、各事業所の産業、国、地域、規模、オー

ナーシップなどを記録している。

LPDと LRDとは事業所ベースのデータを時系列追跡できる点では共通しているが、各事業所の

背番号の付け方に大きな違いがある。LPDでは事業所をより正確に追跡するために 3種類の背番

号を用いている。第一は、事業所個々の背番号 (RSN)である。第二は、各事業所のオーナーシップ

の背番号 (ENT)である。そして第三は、各事業所の登記上 (legal entity)の背番号 (BRID)である。

これら 3種類の背番号には次のような性質がある。まず、RSNは事業所そのものの変化に対応

する背番号だと言える。RSNは事業所の開業・廃業に伴い登録・抹消され、また当該事業所の地

域、オーナーシップ、事業所名の 3つが同時に変わった場合にのみ変更される。このため、企業の

倒産などによりオーナーシップが消滅し事業所が廃業する場合、RSNも必ず抹消される。しかし、

企業の合併・買収などによりオーナーシップが変更されたとしても事業所そのものが存続する場合

には、RSNが変更されるとは限らない。企業の合併・買収のケースでは、RSNが変更される条件

を満たさないからである。

一方、ENTはオーナーシップの変化に対応する背番号である。これは、企業が新規に製造業に

参入するときに登録され、逆に企業が製造業から退出するときに抹消される12。また、合併・買収

に伴いオーナーシップが変わるときは ENTも変更される13。同じ企業に属する事業所、つまり同

じオーナーシップに属する事業所には共通の ENTが割り当てられる。

ENTの長所は、事業所を個別で追跡しつつオーナーシップの変化を捕捉できる点にある。この

意味を考えるために、今仮に、オーナーシップの変更と事業所の生産性の関係を分析するケースに

ついて考えてみよう。事業所の背番号がオーナーシップの変更に応じて変わるならば、データ上は

事業所の開廃業が起こったかのように処理されてしまう。この場合、事業所が存続しているにも関

11LPDについては、Baldwin(1995c)が詳しい。
12LPDでは「企業・事業所の雇用または出荷額が最初にプラスの値を示したとき」を「参入」と定義し、参入と同時に
これら 3つの背番号の登録が行われる。一方「退出」とは「企業・事業所の雇用または出荷額がゼロに落ち込んだとき」を
いい、退出と同時に背番号が抹消される。

13本論文でいう背番号の「登録」とは、それまでに事業所の登録がなく、新規に背番号が登録されるケースをいう。また
「抹消」とは、それまであった事業所の登録が消滅し、新たな背番号も登録されないケースを指す。これに対し「変更」と
は、既に登録されている事業所が、既存の背番号に変わって新たな背番号を登録されるケースをいう。
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わらず、生産性を継続して計測できないことになる。しかし、オーナーシップの背番号を事業所固

有の背番号と独立させれば、事業所の開廃業と区別することができる。このように、合併・買収な

どのオーナーシップの変化が事業所のパフォーマンスにどのような影響を及ぼすかを分析するとき

には、ENTは非常に有用だと言える。

事業所と企業の背番号を独立させることは、企業ベースでの分析を行うときにも有用である。例

えば、事業所ベースで雇用創出・雇用喪失を分析する場合、同じ企業内での従業者の移動も事業所

の雇用創出・雇用喪失とカウントしている恐れがある。なぜなら、同じ企業内の異なる事業所間で

配置転換などが起こった場合には、データの上では雇用創出した事業所と雇用喪失した事業所が同

時に存在することになるからである。しかし企業ベースで雇用創出・雇用喪失を見る場合、このよ

うな問題を回避できる。

BRIDは当該事業所の全ての変化に対応する働きを持っている。BRIDは、事業所の登記そのも

のが登録・抹消されるときに登録・抹消され、また登記が変更されるときに変更される。このため、

ENTや RSNが登録・抹消されるときには必ず登録・抹消されることになる。また、ENTや RSN

が変更されるときは、BRIDも必ず変更される。しかし BRIDの変更に伴い、ENTや RSNが変更

されるとは限らない。例えば、企業の社名のみが変わる場合、ENTや RSNは変更する条件を満た

さないことがわかる。ENTや RSNが事業所や企業そのものに関わるような大きな変化に対応し

ているのに対し、BRIDは登記上の変更という小さな変化にまで対応していることがわかる。

Longitudinal Employment Analysis Program File (LEAP File)

Longitudinal Employment Analysis Program (LEAP) Fileは、主に雇用と賃金の分析に利用す

ることを目的として、LPDとは別に集計されているロンジチュージナル・データのことである14。

データの集計は、カナダの統計局によって行われている。LEAP Fileは全産業を対象としたもの

であり、企業ベースで賃金、従業者、規模、産業、地域などが集計されている15,16。

LEAP Fileと LPDの違いとしては、製造業を含む全産業を対象としている点、企業ベースで

集計している点などがあるが、最も特筆すべき点はデータの集計方法にある。LPDは工業統計の

情報、すなわち質問票によって集計が行われているが、LEAP Fileは納税記録から企業を追跡す

14LEAP Fileをより詳しく解説した文献としては、Statistics Canada(1988)や Baldwin, Dupuy and Penner(1992)
がある。

15厳密には、公務、保健、教育を除く全ての産業である。
16厳密にいうと、「企業ベース」ではなく「事業者 (business unit： 民間・公共を問わない事業組織)ベース」となって
いる。しかし「事業所ベース」と「事業者ベース」では語意の混乱を招きかねないため、本論文では「企業ベース」という
言葉を用いることにする。
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るという方法が取られている。LEAP Fileの集計には、カナダ国税局 (Revenue Canada)の行政

ファイル (administrative �le)から従業者・企業それぞれの納税記録を、またカナダ統計局の事

業登録 (Business Register)から企業の名前、地域、産業などのデータを、同じくカナダ統計局の

Corporations and Labor Unions Returns Act (CALURA) Fileから企業の国籍データなどを利用

している。

納税記録から追跡することの意義は、データの精度が著しく高くなることにある。カナダの LPD

もアメリカの LRDも、データの集計は工業統計を基にして行われている。しかし、工業統計は質

問票を利用した調査であり、回答に不備があるときや回答が得られないときは対応できない。この

問題を克服するため、LEAP Fileは質問票ではなく納税記録を利用してデータの集計を行ってい

るのである。

この点は、特に企業の参入・退出を捉えようとするときに効果を発揮する。ロンジチュージナ

ル・データでは、企業の参入・退出は企業に登録された背番号の有無を基に判断される。つまり、

質問票の回収ができない場合などには、企業は退出したものとして処理される恐れもある。質問票

を安定的に回収できない企業の場合、データの上では企業が参入と退出を繰り返すというおかしな

状況も発生しうる。しかし、納税記録から企業を追跡すれば、企業の参入・退出をより正確に捕捉

することができる。

またこの他にも、LEAP Fileには企業内・企業間の雇用の変化をより詳細に追跡できるというメ

リットが存在する。例えば事業所ベースで集計されているデータの場合、同一企業の異なる事業所

間の労働移動は雇用の増減としてカウントされてしまう。また、企業ベースで雇用変動を分析する

場合、逆に企業内の労働移動は全て無視されてしまう。LEAP Fileは従業者ベースにまでさかの

ぼることができるため、異なる企業間の労働移動だけでなく、同じ企業の異なる事業所間での労働

移動についても追跡することができる。このことは、景気の変動や企業・事業所のパフォーマンス

の変化と共にどのような属性を持つ従業者がどのように移動するのかなどの分析をも可能として

いる。

カナダでは、LEAP Fileを基に派生した調査も行われている。企業ベースである調査を行う際、

その調査目的に合う企業を LEAP Fileから選ぶことで、各調査の情報と LEAP Fileの情報をリン

クさせようとするものである。このような派生した調査の 1つに、成長している中小企業を対象

としてその経営戦略を調査した Growing Small- and Medium-sized Enterprises Survey (GSMEs
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Survey)がある17。この調査はカナダ統計局によって行われたものであり、調査の対象となる企業

は 1984年から 1988年までの LEAP Fileから選ばれている。この調査は各企業に質問票を送付す

る形で行われている。質問項目では、技術導入活動やマーケティング戦略などの経営戦略に対し

て、企業がどの程度積極的に取り組んでいるかを 0～5の 6段階評価で答える形になっている。

3 ロンジチュージナル・データを用いた実証分析

本節では、近年のロンジチュージナル・データを利用した分析の中で特にアメリカ、カナダで行

われたものを中心に、55の分析を研究テーマ別に紹介する18。第 3.1節では、「企業・事業所のパ

フォーマンス」に関する実証研究をサーベイする。ここでは特に、企業・事業所を規模・設立時期

などの属性に基づいて分類し、雇用や技術などのパフォーマンスに特徴的な傾向を見出そうとする

分析に注目する。第 3.2節で紹介する研究は、「参入・退出」に関するものである。ここでは、市場

への参入・退出と企業・事業所のパフォーマンスの関係について見た分析を取り上げる。第 3.3節

では、「政策の効果」に関する研究を紹介する。ここでは、政策の変化が企業・事業所のパフォー

マンスにどのような影響を及ぼすかについて注目する。

日本ではロンジチュージナル・データの整備が完了していないため、この分野に関する実証研究

は難しいとされていた。しかし、近年研究者自身が個票を接続する形で、企業・事業所ベースの研

究が試験的に始められている。日本の企業・事業所を対象とした実証分析については、「日本に関

する実証分析」として一括して本節の最後で紹介する。

3.1 企業・事業所のパフォーマンスに関する研究

企業・事業所を雇用、賃金、生産性などのある属性に基づいて分類するとき、企業のパフォーマ

ンスに何か特徴的な傾向が見られるかどうかを確認することは、まず第一になすべき必要不可欠な

作業である。しかし、これまでの企業・事業所ベースのクロスセクション・データや産業・製品分

類ベースの時系列データでは、企業・事業所の動学的なパフォーマンスについて十分な分析がで

17GSMEs Surveyについて詳しく解説した文献としては、Baldwin, Chandler, Le and Papailiadis(1994)がある。ま
た Baldwin(1995a)や Baldwin and Ra�quzzaman(1995a,b)にも、簡単な紹介がなされている。なおここでいう中小企
業とは、1984 年の時点で従業者数が 500 人以下、資産が 100 万ドル以下のものを指す。また成長している中小企業とは、
上述の中小企業のうち、1984 年から 1988 年の間に雇用、売り上げ、資産を増加させたものとして定義されている。

18ロンジチュージナル・データを用いた分析のサーベイ論文としては、Jensen and McGuckin(1997)、McGuckin(1994,
1995a)、U.S. Bureau of the Census(1995)などがある。これらのサーベイ論文では、ロンジチュージナル・データの他
に、企業・事業所ベースのクロスセクション・データを用いた分析もサーベイされている。
なお本論文では Journal 掲載論文だけでなく、Working PaperやDiscussion Paperに掲載されているものも数多く紹介し

ているが、その多くはインターネットを通じて閲覧・入手が可能である。詳しくは、カナダ統計局<http://www.statcan.ca>、
通商産業研究所 <http://www.miti.go.jp/mitiri.html>などを参照。
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きなかった。近年のロンジチュージナル・データの整備に伴い、企業・事業所のパフォーマンスや

各パフォーマンスの相互の関係について、より精緻な分析が始まっている。以下第 3.1節では、企

業・事業所のパフォーマンスに関する 22の分析を、さらに「雇用・賃金」、「技術・生産性」の 2

つの研究テーマに分けて紹介する19。

3.1.1 雇用・賃金に関する研究

雇用創出・雇用喪失

雇用と賃金という視点は、企業・事業所のパフォーマンスを見る上で最も重要な指標の 1つであ

る。この雇用・賃金という研究テーマの中で特に長足の進歩を遂げたのが雇用創出 (job creation)・

雇用喪失 (job destruction)に関する分析である。以下ではその具体例として、アメリカとカナダ

を対象とした 7つの実証分析を紹介する20。

この分野における草分け的存在である Dunne, Roberts and Samuelson(1989a)は、1963年から

1982年までのアメリカの製造業を対象として事業所の雇用創出・雇用喪失を分析している。彼ら

は事業所年齢に注目し、参入年別コーホート (cohort)に分けたとき、年齢の若い事業所では雇用

喪失の主要因が事業所の退出であるのに対し、年齢の古い事業所では退出ではなく規模の縮小が雇

用喪失を生んでいることを明らかにした。また、古い事業所が新しい事業所の参入と入れ替わる形

で退出するという事実は確認できないと述べている。この他に、彼らは製造業全体の雇用の変化を

産業内の変化と産業間の変化の 2種類に分解している。その結果、産業内の変化の占める割合が全

体の 84%に上ることがわかった。この結果から、同じ産業内に雇用を創出している事業所と雇用

を喪失している事業所が混在しており、産業の特殊性よりも個々の事業所の特殊性の方が強く働い

ていると結論づけている。

Davis and Haltiwanger(1992)は同じアメリカの製造業を対象として、1972年から 1986年まで

の雇用創出・雇用喪失・雇用の再配置を分析している。彼らはまず、雇用創出率・雇用喪失率・雇

用の再配置率をそれぞれ産業別、地域別、雇用規模別に計測し、雇用変動に特徴的な傾向が見られ

ないかどうかを確認している。次に雇用の変化の要因を調べるため、産業別の雇用の変化を詳細に

分析している。分析に用いられたデータは LRDである。分析の結果、アメリカの製造業の雇用の

変化は、ネットで見ると雇用全体の約 2%の規模で雇用喪失が起こっているにすぎないが、グロス

19これらのパフォーマンスはそれぞれ相互に関係しているものもあり、必ずしも独立して扱えるものではない。本論文で
は、各論文の主要なテーマに基づき分類を行っている。

20雇用創出・雇用喪失の分析のフレームワークについては、補論 1 として論文の最後にまとめた。また雇用創出・雇用
喪失に関する分析で用いられたデータや分析の主要な結論は表 3にまとめた。
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で見ると雇用創出・雇用喪失とも約 10%と非常に高い値を示していることがわかった。ここから、

アメリカのグロスの雇用の変化はネットの変化で見られる以上に活発に行われていると結論づけて

いる。また雇用規模の大きな事業所、多業種事業所、古い事業所、耐久財を生産している事業所で

は、ネットの雇用の変化と雇用の再配置の相関係数がマイナスの値を示しており、雇用の再配置に

はカウンターシクリカル (counter-cyclical)なパターンが存在すると述べている。

Davis, Haltiwanger and Schuh(1993)は、1972年から 1988年のアメリカの製造業を対象とし

て、企業・事業所の雇用創出・雇用喪失・雇用の再配置などが雇用規模やオーナーシップの種類に

よってどのように異なるかを分析している21。分析に用いられたデータは LRDである。分析の結

果、観測期間中の全雇用創出量のうち約 60%は雇用者数 100人以上の大規模事業所によって創出

されていること、また 50%以上は雇用者数 500人以上の大規模企業によって創出されていること

を明らかにしている。さらに彼らは、グロスの雇用創出を見た場合には 20人以下の企業が 16.5%、

50,000人以上の企業が 6.3%となっているが、ネットの雇用創出で見ると 20人以下の企業は-2.3%、

50,000人以上の企業は-1.6%となっていることを明らかにした。この結果から、小規模企業が雇用

を生み出しているとするこれまでの考えを否定した。

カナダについては、カナダ統計局の Baldwinを中心とするグループが数多くの論文を公表して

いる。Baldwin and Picot(1995)は、カナダの製造業を対象として 1970年から 1990年までの雇用

創出・雇用喪失を分析したものである。事業所を雇用規模別に分類し、各分類ごとに雇用創出・雇

用喪失を計測した。データには LPDを利用している。分析の結果、雇用者数 100人以下の小規模

事業所の雇用創出率・雇用喪失率・ネットの雇用変化率は、大規模事業所のそれと比べて高いこと

が明らかにされている。また、観測期間を通じたネットの雇用の変化に注目すると、小規模事業所

の場合はプラスであるが、大規模事業所はマイナスとなっていることを確認した。これらの結果か

ら、観測期間におけるカナダの雇用創出は主に小規模企業によって行われていると主張している。

この結果は、アメリカにおける小規模企業・事業所の役割は大きくないとする研究結果とは対照的

な結果である22。

Picot, Baldwin and Dupuy(1994)は、同じカナダを対象として製造業だけでなく全産業を対象

として分析している。彼らは 1978年から 1992年までの LEAP Fileを利用して、企業の雇用規模

21オーナーシップの種類は、企業が一つの事業所しか持たない場合 (single-plant) と複数の事業所を所持する場合
(multiplant)で分類されている。

22なおこれまでの雇用創出・雇用喪失に関する分析では小規模事業所の役割が強調されてきたが、事業所・企業の規模の
計測の仕方によってはバイアスが生じ、その結果小規模企業の雇用創出が過大評価される恐れがあることも指摘されてい
る。この問題は、事業所が時間を通じて大規模企業の企業分類と小規模企業の企業分類を行き来するときに生じるもので
あり、企業が分類の境界を頻繁に移動するときには注意する必要がある。この問題の詳細については Davis, Haltiwanger
and Schuh(1997)などを参照して欲しい。
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別に雇用創出率・雇用喪失率・ネットの雇用変化率を計測している。分析の結果、製造業部門では

企業の規模が大きくなるほどネットの雇用創出率の伸びは低下するが、商業部門と金融部門では大

規模企業も雇用の増加に貢献していることが確認された23。

Baldwin(1996)は、小規模事業所は雇用を増加させているものの、大規模企業と比べた時の相対

賃金を減少させていることに注目した。そして 1973年から 1992年までのカナダの製造業を対象

として、事業所の雇用創出・雇用喪失を賃金でウェイト付けして再計測している24。その結果、各

事業所の賃金を考慮すると、大規模事業所でもネットの雇用の変化がプラスになること、つまり雇

用喪失ではなく雇用創出になることがわかった。また、小規模事業所は雇用を増加させているにも

かかわらずアウトプットのシェアを拡大していないことを示し、小規模事業所の相対的な労働生産

性が減少していることも明らかにしている25。

Baldwin, Dunne and Haltiwanger(1994)は、アメリカとカナダの製造業を対象として、1972年

から 1986年までの事業所による雇用創出・雇用喪失を比較している。分析に利用したデータは、

アメリカの LRDとカナダの LPDである。分析の結果、アメリカ、カナダ共に、毎年のグロスの

雇用創出と雇用喪失は雇用全体の約 10%に上ることがわかった。また、事業所の雇用喪失率の分

散は、時系列的に雇用創出率の分散よりも大きいことから、雇用喪失の方が景気変動に強く反応す

ると主張している。その他、ネットの雇用の変化と雇用の再配置は両国とも時系列的にマイナスの

相関を示すこと、産業全体で見るとアメリカとカナダの雇用創出・雇用喪失のパターンは類似して

いるがアメリカの雇用の変動の方が大きいことなども明らかにしている。

また彼らは、雇用創出・雇用喪失の要因を探るために回帰分析を行っている。回帰分析は、雇用

創出・雇用喪失・ネットの雇用創出を従属変数に置いて、各事業所の参入年、所属産業、国などの

事業所特性でコントロールするというものである。推定には OLSを用いている。回帰分析の結果、

雇用の再配置に対して産業のダミーが効いていることから、産業特性がグロスの雇用創出・雇用喪

失に影響を及ぼしていると論じている。

生産労働者と非生産労働者

雇用の変化に注目した分析の中には、この他に生産労働者 (production worker)と非生産労働者

(non-production worker)の違いに注目したものもある。Dunne, Haltiwanger and Troske(1996)

23商業部門とは、小売業、ホテル業、飲食店などである。また金融部門には不動産業や保険業などが含まれる。
24賃金でウェイト付けした雇用創出・雇用喪失の計測法については、補論 1を参照して欲しい
25相対的な労働生産性とは、出荷額のシェアに対する雇用のシェアの比として定義されている。
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は、1972年から 1988年までのアメリカの製造業を対象として、非生産労働者の雇用の変化の要因

を分析した。彼らは分析にあたって、まず非生産労働者の雇用の変化を事業所間の変化と事業所内

の変化に分解した。データには ASMを利用している。分析の結果、観測期間中の非生産労働者の

雇用の変化のうち、事業所間の変化によるものが 25%、事業所内の変化によるものが 43%である

ことを示し、非生産労働者の雇用の変化の多くが事業所内の変化に依存していることを明らかにし

た。そして、この非生産労働者のシェアが増加するのは主に景気後退期であり、特に 80年代初期

の増加が著しいことも確認している。

また彼らは、トランスログ型の費用関数の推計によって非生産労働者のシェアの増加と技術の関

係を分析している。この推計は回帰分析によるものであり、従属変数に非生産労働者の雇用のシェ

アの変化を用い、独立変数に R&D投資などの技術の代理変数と賃金シェアの変化を用いるという

ものである。推計の結果、R&D投資の係数がプラスで統計的に有意であることから、R&D投資

が非生産労働者のシェアの増加に貢献していると主張している。

一方、Davis and Haltiwanger(1991)は、生産労働者と非生産労働者の違いを賃金格差という視

点から分析した。彼らは 1963年から 1982年のアメリカの製造業を対象として分析を行った。製

造業全体で見たときの各事業所の平均賃金の散らばり具合を賃金格差と考え、生産労働者、非生産

労働者それぞれについて賃金の分散を計測している。分析にあたって、彼らは製造業全体の賃金の

分散を産業間の分散、事業所間の分散、事業所内の分散の 3種類に分解している。分析には LRD

を利用している。分析の結果、生産労働者と非生産労働者の賃金がそれぞれ異なる要因で決まって

いることを明らかにした。すなわち、生産労働者の賃金格差は事業所間の賃金格差に起因している

が、非生産労働者の賃金格差は事業所内の賃金格差に起因していることを示した。

Berman, Bound and Griliches(1994)は、1959年から 1987年のアメリカの製造業を対象として、

生産労働者から非生産労働者へと労働需要がシフトした要因を分析している。非生産労働者の雇用

の変化を産業間の変化と産業内の変化に分解し、その要因を回帰分析などによって分析した。分析

には LRDを利用している。分析の結果、非生産労働者の雇用の変化は産業間の変化よりもむしろ

産業内の変化の方が大きな値を示していることを明らかにした26。また貿易部門の部門間の雇用の

変化に注目すると、製造業全体の雇用の変化 0.165%ポイントのうちわずか 0.044%ポイントを占め

るにすぎないことを明らかにしている。貿易部門と防衛部門の雇用の変化の占める割合は、産業内

の変化に注目するとさらに小さい値になることも確認されている。

26Berman, Bound and Griliches(1994)では、各産業 sの産出 (Ys)が国内消費 (Cs)、輸出 (EXs)、輸入 (IMs)、防
衛 (DFs)の 4 種類に分けられる (Ys = Cs + EXs - IMs +DFs) として各産業の産出を分解し、全ての産業について総
和を取ることで国内消費部門

P
s
Cs、輸出・輸入部門 (貿易部門)

P
s
(EXs + IMs)、防衛部門

P
s
DFs と定義している。
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この他に彼らは、非生産労働者の賃金の変化の要因を探るために回帰分析を行っている。この回

帰分析は、従属変数に同一産業内の非生産部門の賃金の変化を置き、独立変数に R&D売り上げ比

率や総投資に対するコンピュータへの投資の比率などを用いるというものである。分析の結果、こ

れらの独立変数が正の相関を示していることから、産業内の労働需要の変化には技術に対する投資

が貢献していると論じている。

Bernard and Jensen(1997)は、生産労働者と非生産労働者の違いを雇用のシェア、賃金格差の

両面から分析した。彼らは 1973年から 1987年までのアメリカの製造業を対象として、生産労働

者と非生産労働者の間の賃金格差の拡大要因と、非生産労働者の雇用のシェアの拡大要因について

分析している。分析では特に、事業所が輸出市場に参入しているかどうかに注目している27。分析

には ASMを利用している。

彼らはまず賃金の変化を事業所間の変化と事業所内の変化に分解し、事業所間の変化が強く働い

ていることを明らかにした。雇用の変化についても同様の分析を行い、やはり事業所間の変化の貢

献度が大きいことを示している。次に彼らは、雇用・賃金の事業所間の変化の要因をより詳細に分

析するため、雇用・賃金それぞれの変化を出荷額の変化などの事業所特性によって回帰分析してい

る。回帰分析の結果、海外の出荷額が雇用・賃金の変化とプラスの関係にあることから、事業所の

輸出市場への参入が非生産労働者の需要を増やし、賃金を高めることにつながっていると主張して

いる。これらの結果は、事業所内の変化が全体の変化に大きく貢献しているとした結果とは大きく

異なるものであり、興味深い結果と言える。

Roberts and Skou�as(1997)は 1981年から 1987年のコロンビアの製造業を対象として、事業所

の労働需要が生産労働者と非生産労働者の間でどのように違うかを分析したものである。分析の方

法は、生産労働者、非生産労働者それぞれに対する労働需要関数を推計し、賃金の自己弾性値と産

出の弾性値を求めるというものである。分析の結果、生産労働者に対する労働需要は非生産労働者

に対する労働需要と比べて非弾力的であることが確認された。この結果は、生産労働者と非生産労

働者の賃金が同じ割合で上昇するならば、生産労働者に対する労働需要がより減少することを意味

している。

27事業所が輸出市場に参入しているかどうかを調べるため、ASMは次のような質問項目を用意している。

"Report the value of products shipped for export. Include direct exports and product shipped to exporters or

other wholesalers for export. Also Include the value of products sold to the United States Government to be
shipped to foreign governments. Do not include products shipped for further manufacture, assembly, or

fabrication in the United States." (Bernard and Jensen(1997)より)

なお Bernard and Jensen(1997)は、この調査の問題点として輸出が過小評価される可能性を挙げている。これは、各事
業所が必ずしも最終的な出荷先を把握していないために生じる問題である。Bernard and Jensen(1997)によれば、ASM
でカバーしている輸出額は税関ベースの輸出額のうち 70～75%程度となっている。
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3.1.2 技術・生産性に関する研究

TFP

企業・事業所のパフォーマンスを見る上では、雇用や賃金と並んで技術や生産性も重要である。これ

までのロンジチュージナル・データを用いた実証研究では、全要素生産性 (Total Factor Productivity:

TFP)などの生産性に注目した分析も行われている。企業・事業所の生産性が時系列でどのように

変化するのか、またある属性に基づいて企業・事業所を分類するとき、生産性に特徴的な傾向が見

られるかどうかを確かめようとするものである28。

Baily, Hulten and Campbell(1992)は 1963年から 1987年のアメリカの製造業を対象として事

業所特性と TFPの関係を見たものである。事業所ベースで TFPの成長率を計測し、事業所属性

との関係を調べている。データには LRDを利用している。この分析の主な結論は、大きく次の 3

つにまとめられる。第一に、高い TFPを持つ企業は長期にわたって高い TFPを維持する傾向に

あることである。彼らは TFPの高さに応じて事業所を 4つに分類し、TFPの成長が時間を通じて

維持 (persistence)されているかどうかをチェックしている。この結果、各事業所はそれぞれが属す

る分類の境界をまたいで移動することが少ないことから、事業所の TFPの成長率には持続性があ

ると論じている。第二に、高い TFPを持つ事業所ほど高い賃金を払う傾向にあることである。生

産性と賃金の間に統計的に有意な正の相関を確認した。第三に、企業内で生産性のスピルオーバー

が存在することである。同じオーナーシップに属する事業所を集計して企業の TFPを求め、各事

業所の TFPとの間で回帰分析を行ったところ、両者の間には統計的に有意な正の相関が観測され

ている。

Bartelsman and Dhrymes(1998)は、1972年から 1986年までのアメリカ合衆国の一般機械産業

(SIC-35)、電気機械産業 (SIC-36)、計測機械産業 (SIC-38)の 3つの産業を対象として大規模事業

所の TFPを計測した。分析の目的は、事業所の生産性が時系列でどのようなパターンを持ってい

るのかを明らかにすることであり、分析には LRDを利用している。分析の結果、新しい事業所が

古い事業所よりも生産性が良いとは限らないことがわかった。また雇用規模の大きな事業所は退出

しにくく、また古い事業所ほど生産性が安定的に推移する傾向にあることを確認している。一方、

雇用規模の小さな事業所は、生産性の変動が大きく退出しやすいことがわかった。

28技術・生産性に関する分析で用いられたデータや分析の結果は、表 4にまとめた。
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技術・生産性とその他のパフォーマンス

技術・生産性という研究テーマについては、TFPに関する分析以外に、労働生産性に注目した

分析や従業者訓練、賃金などの各事業所の技術・生産性以外のパフォーマンスとの関係についての

分析も行われている。以下では、その分析例として 5つの論文を紹介する。

Baldwin, Diverty and Sabourin(1995)は、カナダの製造業を対象として、技術導入活動と労働

生産性との関係から分析した。彼らは事業所を技術導入活動が活発なものとそうでないものとに分

類し、それぞれの労働生産性と産出、雇用の市場占有率などを計測している。2つのグループの分

類は、アンケートの調査項目の評価に基づいて行われている。分析の結果、技術導入活動の活発な

事業所は活発でない事業所に比べて賃金、労働生産性、市場占有率が高いことが明らかにされて

いる。

Baldwin, Gray and Johnson(1995)は、事業所の技術導入活動と従業者訓練の関係に注目してい

る。分析手法は、事業所を技術導入度や従業者訓練の有無で分類し、各分類の特徴を見た後、プロ

ビットモデルを用いて技術導入活動、従業者訓練それぞれの要因分析を行うというものである。こ

の結果彼らは、技術導入活動が活発な事業所は従業者訓練にも力を入れる傾向にあること、また技

術導入に伴い従業者訓練の必要性が増していることなどを示した。

一方 Baldwin, Gray and Johnson(1996)は、技術導入活動と賃金という視点から分析を行って

いる。ここでは、賃金を事業所の規模、資本労働比率、技術導入活動によって回帰分析するという

手法がとられている。推定には OLSの他に、事業所の規模を考慮した加重最小二乗法が用いられ

ている。結果として彼らは、技術導入活動が進んでいる事業所ほど高賃金を支払う傾向にあるこ

と、技術導入が熟練労働者の需要を高めることなどを明らかにした。

先進国ではなく途上国を対象とした分析としては、Haddad and Harrison(1993)がある。この論

文は 1985年から 1989年のモロッコの製造業を対象として、モロッコに対する直接投資が国内企

業の生産性にどのような影響を及ぼしたのかについて分析したものである。分析の方法は、外資系

企業と国内企業それぞれについて TFPの水準と成長率を計測し、2つのグループの間でどのよう

な相違点があるかを確かめるというものである。TFPは、生産関数のフロンティアからの乖離度

として定義されている29 。分析の結果、外資系企業の TFPは水準で見ると国内企業と比べて大き

29フロンティアからの乖離度は、当該産業の中で最も生産性の高い企業がフロンティア上にあるとする best-practice
frontierの概念を利用するものである。Haddad and Harrison(1993) と後述する Liu(1993) は、共にフロンティアから
の乖離を「生産性」と呼んでおり、その概念は次のように表わすことができる。
いま産業 sに属する企業 iの生産性を ais とすると、乖離度 dis は、次のように表わすことができる。

as = maxais
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な値を示しているが、成長率で見ると国内企業よりも低いことがわかった。また彼らは、直接投資

が企業の生産性に対する影響を確かめるため、回帰分析を行っている。分析は、従属変数に TFP

を置き、各企業、各産業の直接投資のシェアによって回帰するというものである。分析の結果、直

接投資の割合が高い産業では、企業間の生産性の差が小さいことがわかった。この結果は、直接投

資を受け入れている産業の企業ほど、生産関数のフロンティアに近いところで活動していることを

意味している。ただし、TFPを水準ではなく成長率で見た場合については、統計的に有意な関係

は確認されていない。

Hunt and Tybout(1996)も途上国を対象として分析を行っている。彼らは、コロンビア、チリ、モ

ロッコの製造業を対象として、Lucas(1993)、Krugman(1987)、Stokey(1988,1991)、Young(1991)

が提示した成長モデル (LKSY成長モデル)が現実的に妥当かどうかを検証している30。彼らは事

業所を技術集約度別に分類し、国別でそれぞれの分類の時系列の変化を計測している31。またこの

他に、製品の高品質化と TFPの関係を見るため、企業別・産業別でこれらの相関係数を求めてい

る。分析の結果、コロンビアでは、技術集約度の増加によって産業ベースでのスピルオーバーが生

まれていることなどを示した32。しかし、コロンビア、チリ、モロッコのいずれの国においても、

ハイテク製品の生産促進は TFPの上昇に大きく影響していないことを確認している。結論として、

彼らは LKSY成長モデルが妥当性を持たないと論じている。

GSMEs Surveyを利用した研究

カナダでは、中小企業と技術の関係を調べるためだけにデータベース (GSMEs Survey)の集計が

行われている33。GSMEs Surveyそのものはロンジチュージナル・データではないが、LEAP FIle

の情報と接続できるようになっている。LPDの情報を利用することで、技術導入活動が事業所の

これまでのパフォーマンスとどのように結びついているかについて分析が可能である。以下では、

dis = (as - ais)=ais

TFPとフロンティアの関係に注目した分析には、この他にフロンティアからの乖離だけでなく生産関数そのもののシフ
トを含めたものもある。そこでは、フロンティアへ近づくことを「効率性の変化」、生産フロンティアのシフトを「技術進
歩」とみなしている。TFPを技術進歩と効率性に分解した研究例としては Nishimizu and Page(1982) や Hayami and
Ruttan(1993)が挙げられる。Haddad and Harrison(1993)や Liu(1993)の言う「生産性」は、生産フロンティアのシフ
トを含まないという点で、Nishimizu and Page(1982) や Hayami and Ruttan(1993) のそれとは異なる概念であること
に注意する必要がある。

30LKSY 成長モデルとは、生産性の成長がハイテク製品の生産を通じた学習効果と生産技術のスピルオーバーによって
引き起こされるというものである。

31Hunt and Tybout(1996) では、技術集約度の指標として、総雇用に占める熟練労働者の割合や総産出に占める特許
収入の割合などが用いられている。

32このスピルオーバーの議論は、企業ベースでは技術集約度と生産性の間に関係は見られなかったが、産業ベースでは
正の相関関係が見られたことに依るものである。

33GSMEs Surveyについては、第 2.2.2 節を参照。
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このカナダの GSMEs Surveyを用いた 3つの分析を紹介する。

Baldwin(1995a) は、技術導入活動を含む経営戦略と労働生産性や市場占有率などの指標との

関係を分析したものである。中小企業を生産性と市場シェアの高さによって、成功している企業

(successful)と成功していない企業 (unsuccessful)の 2つのグループに分類し、技術導入度やマー

ケティング戦略などの類似点・相違点を分析している34。分析は GSMEs Surveyのアンケートの

ポイントを基に各グループのポイントの平均値の違いを見るというものである35。分析の結果、成

功しているグループは成功していないグループと比べて R&D・総投資比率や新しい技術の導入の

ポイントが高い値を示していることから、成功している中小企業は技術の導入を活発に行っている

としている。結論として彼らは、中小企業の技術導入活動が労働生産性や市場シェアを改善する要

因となっていることを示した。

Baldwin and Johnson(1995a)は、中小企業の技術導入とその他の経営戦略の関係を分析してい

る。分析の方法は、分析の対象となる企業を技術導入の活発な企業 (innovative)とそうでない企業

(non-innovative)の 2つに分類し、6つの経営戦略から比較するというものである36。各経営戦略

は調査項目の評価で数値化されており、この数値化された経営戦略が 2つのグループで有意に異な

るかどうかをノン・パラメトリックのウィルコクソン・テスト (Wilcoxon test)によって検定して

いる。分析の結果、技術導入の活発な企業は政府サービスを利用し、積極的に新製品を開発する傾

向にあることなどがわかった。そしてこれらの経営戦略に対する評価は、技術導入の活発な企業と

活発でない企業との間で統計的に有意に異なることから、技術導入の活発な企業は経営戦略により

力を入れることが明らかにされている。

また彼らは 、技術導入活動と人的資本形成の関係について分析を行っている。彼らはプロビッ

ト推定や OLS推定によって、従業者訓練が企業の技術導入活動で説明できるかどうかを分析して

いる。推定は、従属変数に従業者訓練の有無や訓練を受けている従業者数などを置き、各事業所の

パフォーマンスや技術導入活動を示す独立変数によって回帰するというものである。ここではパ

フォーマンスの指標として、雇用規模や資本労働比率などを利用している。また技術導入活動を示

す独立変数には、R&D支出が用いられている。彼らは技術導入活動が従業者訓練と補完的である

34技術導入度やマーケティング戦略などの指標には、アンケートの調査項目の評価が用いられている。調査項目の評価
については、第 2.2.2 節を参照。

35GSMEs Surveyはアンケートの選択肢として、0(not applicable), 1(not important), 2(slightly important), 3(im-
portant), 4(very important), 5(crucial)という 6 段階を用意している。

36二つの分類は、アンケート調査に基づいて行われている。アンケートの項目は、R&D支出が多いかどうか、技術の改
善に力を入れているかどうかなど 19の項目に分けられており、それぞれの項目の解答を数値化して分析に利用している。
技術の導入が活発かどうかということは、これら 19の項目から主成分分析によって第一主成分を抽出し、各企業の第一主
成分が全企業の第一主成分の中位数より上かどうかで判断している。
6 つの経営戦略とは、人的資本形成、マーケティング、財務、生産、政府サービスの利用、マネージメントである。
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ことを示し、技術の導入が人的資本の形成につながっていると主張した。

3.2 参入・退出に関する研究

参入・退出という研究テーマは、ロンジチュージナル・データがその情報力を最も発揮できる研

究テーマの 1つと言える。なぜなら、企業・事業所の参入から退出までのパフォーマンスの変化

は、個々のサンプルを時系列的に追跡調査したロンジチュージナル・データを利用して初めて明ら

かになるからである。

事業所がある産業に参入・退出する場合、理論的には事業所が操業を始めるかどうかで区別する

ことができる37。しかし統計上は、事業所が操業を続けているにも関わらず事業所の参入・退出と

して記録されることもある。以下第 3.2.1節では、まずはじめにこの意味を Dunne, Roberts and

Samuelson(1989b)を基に整理する。次に、参入・退出を扱った 23の分析を、さらに細かい研究

テーマ別に 3つに分けて紹介する。第一は「参入・退出」というテーマである38。第二のテーマは

「合併・買収に伴う参入・退出」である。第三のテーマは「輸出市場への参入・退出」である39。

3.2.1 統計上の参入

Dunne, Roberts and Samuelson(1989b)は、統計上生じる参入の形態を大きく 5つに分類して

いる。この 5種類の形態を示したものが表 5である。彼らは事業所を分類する上で、まず事業所

のオーナーシップと参入方法という 2つの視点を取り入れている。事業所のオーナーシップについ

ては、オーナーシップが新規の企業 (new �rm： 新規企業)かそれとも既存の企業 (existing �rm：

既存企業)かで分類している。そしてさらに、それぞれの分類の中で、各オーナーシップが事業所

を 1つしか持たないのか (single-plant： 単一事業所企業)、それとも複数の事業所を所持している

のか (multiplant： 複数事業所企業)で分類している。従って、事業所の参入形態をオーナーシッ

プに基づいて分類する場合、4つのグループが存在することになる。1) 新規・単一事業所企業、2)

新規・複数事業所企業、3) 既存・単一事業所企業、4) 既存・複数事業所企業である。

参入方法による分類については、2種類の分類を用いている。すなわち i) 事業所の新規開業によ

る参入 (new plant construction)と ii)プロダクト・ミックスの変化による参入 (change in product

mix)である。このうち後者の参入方法は、既存事業所にのみ生ずる参入形態である。

事業所の産業格付けは、各事業所が生産・出荷する商品を利用して行われるのが一般的である。

37参入・退出の理論的バックグラウンドについては、Tirole(1988) などが詳しい。
38第二のテーマである「合併・買収に伴う参入・退出」を明示的に分けていない分析も、この分類に含まれる。
39分析で用いられたデータや分析の主なファインディングの一部を表 6、表 7としてまとめた。
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しかし、各事業所は必ずしも単一の商品を生産・出荷しているわけではない。事業所が複数の商品

を生産・出荷している場合には、事業所の主要な商品、例えば出荷額の最も大きな商品を利用して

産業格付けが行われる。

今仮に、事業所 eが aと bという 2つの商品を出荷しているとしよう。また、商品 a、bはそれ

ぞれ A、Bという異なる産業に属するものとする。t期の aと bの出荷の構成比が 60%と 40%であ

れば、t期の産業格付けは商品 aを基に行われる。つまり事業所 eは t期において産業 Aに属する

ことになる。ここでもし t+ 1期に aと bの構成比が 40%と 60%に入れ替わったとすると、t+ 1

期の産業格付けは商品 bを基準に行われる。つまり事業所 eは t+ 1期において産業 Bに属するこ

とになる。従って統計上の事業所 eは、t期から t+ 1期にかけて産業Aから産業 Bに移ったこと

になる。この結果、産業 Aでは事業所 eの退出が、逆に産業 Bでは事業所 eの参入が生じている

ことになるのである。

このように、ある 1つの産業に注目する場合、例え既存の事業所であっても、プロダクト・ミッ

クスの変化によって統計上の参入や退出が生じうるのである。ロンジチュージナル・データは主に

工業統計をベースとして作成されているため、事業所が製造業とサービス業、農林水産業、鉱業等

の間でプロダクト・ミックスを変化させるときにも同じ問題が生じることになる。以下ではこのプ

ロダクト・ミックスの変化に伴う参入・退出を転換参入・転換退出と呼び、事業所が新規に開設・

閉鎖されることに伴う参入・退出を開業参入・廃業退出と呼ぶことにしよう。

これらの参入手法に基づく分類を利用すると、先に述べたオーナーシップの変化と合わせて計 8

種類の参入形態が存在することになる。しかし、転換参入は既存企業に属する事業所だけに起こる

参入であり、新規企業に属する事業所では起こり得ない。また既存・単一事業所企業に属する事業

所が参入とみなされるためには転換参入しかありえない。このため、8つの参入形態のうち 3つの

形態は現実にはありえないということになる。言い換えれば、統計上生じる参入形態として以下の

5つが考えられる。

Type-I: 新規・単一事業所企業の新規事業所開業に伴う参入

Type-II: 新規・複数事業所企業の新規事業所開業に伴う参入

Type-III: 既存・複数事業所企業の新規事業所開業に伴う参入

Type-IV: 既存・単一事業所企業の転換参入

Type-V: 既存・複数事業所企業の転換参入
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以上 5種類の参入形態が Dunne, Roberts and Samuelson(1989b)で紹介されている参入形態であ

り、それぞれ表 5の Type-Iから Type-Vに相当する。

なお統計上の参入・退出に関しては、この他に以下の 2点にも注意する必要がある。第一はサン

プルの集計対象である。例えば集計対象となる事業所が 10人以上とされている場合、10人前後で

雇用を調整している事業所は統計上参入・退出を繰り返しているように見なされる。調査の対象

となる企業・事業所がどの位の規模で足切りされているかについては十分に注意する必要がある。

第二は質問票の回収率である。一般に、工業統計調査は質問票の送付・回収によって行われる。こ

のため、質問票が継続して回収できない場合、事業所が事業を続けていても統計上あたかも参入・

退出が繰り返し起こっているように見なされることがある。質問票の回収率が低い場合や年によっ

てその回収率が大きく変動する場合には十分に注意する必要がある。

3.2.2 参入・退出に関する研究

参入形態と事業所のパフォーマンス

参入・退出という研究テーマの中でも最も注目されているのが、参入後のパフォーマンスに注目

する分析である。事業所を参入時点の属性に基づいて分類するとき、各属性の参入後のパフォーマ

ンスに特徴的な傾向を見出そうと試みるものである。この参入後のパフォーマンスについて扱った

分析例として 5つの分析を紹介する。

Dunne, Roberts and Samuelson(1989b)は、第 3.2.1節で述べた Type-Iから Type-Vの 5種類

の分類を利用して、参入形態の違いと事業所のパフォーマンスの違いを分析している。分析は 1963

年から 1982年までのアメリカの化学産業 26産業を対象とし、データには LRDを利用している。

分析の方法は、各属性に分類された事業所の市場占有率などを産業、時間、アウトプットなどで

回帰し、推定された定数項を属性の特徴を示す指数として用いるというものである。分析の結果、

参入する事業所、つまり Type-Iから Type-Vに属する事業所の参入時点での市場占有率は合計で

9.3%であるのに対し、参入後 15年から 19年経つと 5.7%にまで落ち込むことが明らかになった。

この落ち込みは、特に単一事業所企業、すなわち Type-Iと Type-IVに属する事業所において激し

く、これらの参入形態に属する事業所の市場占有率は、参入後 20年経つとほとんど存在しないこ

とが確認されている。また 15年から 20年という長期で見た場合、産業全体の産出の増加に貢献し

ているのは、単一事業所企業による参入ではなく複数事業所企業による参入であることも明らかに

されている。これは、単一事業所企業のコーホートの場合、事業所の規模は観測期間を通じて産業
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平均の 10分の 1程度で推移するが、複数事業所企業のコーホートの場合、参入後 5年後には産業

平均と同じ規模になり、15年後には産業平均の 2～3倍に達することに基づく主張である。

Dunne, Roberts and Samuelson(1989c)は、雇用の規模と事業所年齢、オーナーシップのタイプ

という 3つの属性に注目している。分析の対象は 1967年から 1977年のアメリカの製造業であり、

データには LRDを利用している。分析では、雇用の成長や参入・退出などの要因を探るため、雇

用の成長率や事業所の退出率を規模別のダミー変数でコントロールしたトービット推定を行ってい

る。結果として、事業所の成長や退出は事業所の事業活動期間や規模、オーナーシップのグループ

によって大きく異なることを示した。またこの他に、事業活動期間が長いほど事業所の退出率や雇

用の成長率が低くなること、大規模な事業所は小規模な事業所と比べて雇用の成長率や退出率が低

いこと、同じ規模の事業所でも、単一事業所企業の事業所より複数事業所企業の事業所の方が、退

出率が低く雇用の成長率が高いことなどを明らかにした。

一方 Baldwin(1995b)は、1973年から 1990年までのカナダの製造業を対象として、事業所の参

入・退出と生産性の関係について分析した。分析は、既存の事業所と新規参入・退出した事業所そ

れぞれについて労働生産性を計測するというものである。計測の結果、彼は新規参入する事業所の

生産性が退出する事業所の生産性よりも低いことを示した。また、相対労働生産性を新規参入する

事業所と廃業退出する事業所の間で比較したところ、参入事業所の相対労働生産性は年々小さく

なっていることを明らかにした40。

カナダを対象として参入・退出を分析したものには、この他に Baldwin and Ra�quzzaman(1995a)

がある。彼らは 1973年から 1990年のカナダの製造業について、特にカナダ国内の各地域、各産

業の違いに注目して雇用創出・雇用喪失・雇用の再配置を分析している。分析方法は、カナダの 5

つの地域、5つの産業を対象として雇用創出・雇用喪失・雇用の再配置を計測していくというもの

である41。データには LPDが利用されている。分析の結果、雇用の再配置は地域によって大きく

異なることが明らかになった。また雇用創出と雇用喪失は主に既存企業の雇用拡大・縮小によって

もたらされるものの、開業参入・廃業退出に伴う雇用創出・雇用喪失も大きくなっていることがわ

かった。特に 1970年代を通して見た場合、開業参入・廃業退出に伴う雇用の再配置は全雇用再配

置の 16.7%にも上ることが確認されている。またこの他に、労働集約的な産業と製品差別化が進ん

でいる産業では、雇用の再配置が進んでいることなども明らかになった。

アメリカ、カナダ以外の国を対象とした分析例としては、Wagner(1994)がある。彼は、1972年

40相対労働生産性は、新規参入・廃業退出する事業所の生産性を存続企業の生産性で割った値として定義される。
415 つの地域とは、Atlantic Canada、Quebec、Ontario、the Prairies、British Colombiaである。また 5 つの産業
とは、製品差別化産業、天然資源依存型産業、労働集約的産業、規模依存型産業、科学依存型産業である。
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から 1990年のドイツのローア・サクソニー地域の製造業を対象として、新規参入企業と既存企業

のパフォーマンスがどのように違うかについて分析を行った。そこでは、大きく 2つの分析が行

われている。第一は、新規参入企業がどのように存続・成長していくかという参入後のパフォーマ

ンスに関する分析である。この分析は、企業を参入年別にコーホート (cohort)として分類し、各

コーホートの雇用の成長率や存続率を計測するというものである。計測の結果、新規参入企業のう

ち存続しているものは、雇用の成長率が高いことがわかった。また新規参入企業のうち 50%前後

は、10年以内に退出してしまうことも明らかになった。第二に、企業の特性や産業特性が存続に

どのような影響を与えているかを明らかにするため、回帰分析を行っている。従属変数には企業年

齢、独立変数には新規参入時点での企業規模や産業ダミーが用いられている。推定には両端切断

トービットモデル (two-limit TOBIT model)が利用されている。この回帰分析の結果では、企業

規模や産業ダミーが統計的に有意にならなかったことから、新規参入時点での企業の規模や産業特

性と企業の存続の間には関係が見られないと論じている。

参入・退出と事業所のパフォーマンス

参入・退出に関しては、参入する事業所の参入時点の属性の違いを見るだけでなく、退出する事

業所との違いを見るという分析も行われている。Dunne, Roberts and Samuelson(1988)は、1963

年から 1982年のアメリカの製造業を対象として、参入する事業所と退出する事業所のパフォーマ

ンスの違いに注目している。彼らは、事業所の属性の違いと参入・退出の関係を LRDを用いて分

析している。彼らが注目した属性は、事業所の参入形態と参入年である。参入形態は企業の開業・

廃業に伴う新規参入・退出と既存企業の多角化による参入・退出に分類している。分析の結果、既

存企業の多角化による事業所の参入・退出は大規模企業によって行われていることを明らかにして

いる。また事業所を参入年別のコーホートに分類し、事業所が年を経てどのように変化するのかに

ついても分析を行っている。この分析の結果、各参入年別コーホートの市場占有率は年々減少する

傾向にあること、そして存続している事業所の規模は拡大していることを明らかにした。この結果

から彼らは、各コーホートの規模は縮小する傾向にあり、その理由として、各コーホートに属する

企業の規模の拡大よりも、企業の退出に伴う規模の縮小の方が大きいことを挙げている。

さらに彼らは、参入・退出の時系列的な変動についても分析を行っている。彼らは参入数と退出

数の間の相関係数を計測し、同じ年では参入・退出の間にはマイナスの相関があること、一方 1年

前の参入と今年の退出の間にはプラスの相関があることを明らかにした。この分析の結果より、事
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業所の参入と退出の間には 1年のラグが存在すると述べている。

Griliches and Regev(1995)は参入・退出する企業と既存企業の生産性の違いに注目したもので

ある。分析の対象は 1979年から 1988年までのイスラエルの鉱工業であり、分析の方法は参入し

た企業、退出した企業それぞれについて労働生産性を計測し、各産業の労働生産性の変化を企業間

の生産性の変化と企業内の生産性の変化に分解するというものである。分析の結果、各産業の労働

生産性の変化は、企業間の変化ではなく企業内の変化に依存していることが明らかになった。次に

彼らは、企業内で起こる労働生産性の成長の要因を探るために回帰分析を行っている。この回帰

分析は、従属変数に労働生産性の成長率を用い、独立変数に R&Dや原材料投入などの事業所のパ

フォーマンスを用いるというものである。ここで彼らは、既存事業所と退出した事業所の違いを見

るために、退出したかどうかで 0と 1の値をとるダミー変数を加えている。回帰分析の結果、ダ

ミー変数の係数がマイナスで有意な値を示していることから、退出した事業所は生産性の成長が低

いと結論づけている。

参入・退出と生産性の関係を見た分析例としては、この他に Liu(1993)がある。この論文は、1979

年から 1986年のチリの製造業を対象として参入・退出と事業所の生産性の関係に注目したもので

ある。生産関数のフロンティアからの乖離を効率性の違いと定義し、各事業所の効率性の水準がフ

ロンティアからどの程度乖離しているのかを参入、存続、退出事業所それぞれについて分析してい

る。効率性は、まず生産関数を各企業のダミー変数を含めた固定効果モデルによって推計し、推計

されたダミー変数を効率性とみなすという方法で計測している。分析の結果、事業所の効率性の水

準は、退出した事業所よりも、存続している事業所や新たに参入してきた事業所の方が高いことが

確認されている。

参入・退出と市場

参入・退出を扱った分析には、事業所が属する市場との関係を見たものもある。この分析は、市

場の競争条件の違いで企業・事業所の参入・退出がどのように変わるのかを分析したものである。

Baldwin and Ra�quzzaman(1995b)は、新規参入事業所の参入後のパフォーマンスの変化を分

析した。彼らは 1970年から 1989年までのカナダの製造業を対象として、新規参入企業が直面す

る 2種類の成長過程 - 自然淘汰と進化 (selection vs. evolution) -について注目している42。分析
42Baldwin and Ra�quzzaman(1995b)は、各企業を事業活動を続けている企業と退出した企業に分けたとき、参入段
階で既に各グループの間にパフォーマンス (賃金や利益率、労働生産性など)に差が見られる産業を自然淘汰の働く産業と
定義し、逆に参入段階では差が見られない産業を進化の働く産業と定義している。なお自然淘汰と進化という概念の理論
的バックグラウンドについては、Jovanovic(1982)を参照。

24



では、進化の働く産業、自然淘汰の働く産業、参入企業に対してディスアドバンテージが存在する

産業それぞれについて代理変数を作成し、各代理変数の相関係数を計測している43。計測の結果、

ディスアドバンテージは自然淘汰とは低い相関を示したものの、進化との間には高い相関が確認さ

れた。この結果より、彼らはディスアドバンテージのある産業ほど参入後の進化が起こりやすいと

主張している。また自然淘汰の代理変数と進化の代理変数には負の相関関係があることから、進化

の働く産業では自然淘汰も同時に働いているとも主張している。

一方 Baldwin and Gorecki(1994)は、1970年から 1990年までのカナダの製造業を対象として、

事業所の参入・退出と市場の競争状態との関係について分析を行っている。この分析は、4桁分類

の産業について市場集中度、及び参入・退出した事業所、存続している事業所の市場占有率を計測

し、それぞれの相関関係を見るというものである。データには LPDが利用されている。相関係数

を計測したところ、市場集中度と参入・退出した事業所の市場占有率はマイナスの値を示している

ことがわかった。特に市場集中度と参入した事業所の市場占有率との相関係数は-0.54となってお

り、高いマイナスの値が確認されている。この結果は、市場集中度の高い産業では参入・退出が起

こりにくいことを表わしている。またこの他にも、既存事業所の市場占有率と市場集中度の相関係

数の値は 0.39程度であり、必ずしも大きな値ではないことがわかった。この結果から、既存事業

所に注目する場合には、市場集中度の高さと市場占有率の間には必ずしも強い相関関係が見られな

いという結論を導いている。

3.2.3 合併・買収による参入・退出に関する研究

McGuckin and Nguyen(1995)は 1977年から 1987年までのアメリカの製造業を対象として、合

併前後で事業所の生産性がどのように変化するのかについて分析を行った。分析の方法は、まず合

併・買収にあった企業とあっていない企業それぞれについて相対労働生産性と相対 TFPを求め、

これらの生産性にどのような類似点・相違点があるのかを確認するというものである44。分析には

LRDが利用されている。計測の結果、合併にあった事業所の相対労働生産性は、合併にあってい

ない事業所の生産性と比べて約 20%高いことがわかった。

また生産性の高い事業所が合併される傾向にあるのかどうかを確認するため、回帰分析を行って

43(進化を表わす代理変数) = (新規参入した事業所のうち、生存し続けている事業所のパフォーマンス)=(既存の事業所
のパフォーマンス)である。また (自然淘汰を表わす代理変数) = (存続しつづけている事業所のパフォーマンス)=(退出し
た事業所の事業所パフォーマンス)、(ディスアドバンテージの代理変数) = (参入時点での事業所パフォーマンス)=(存続事
業所のパフォーマンス)である。なおパフォーマンスには、労働者数や賃金などが用いられている。

44TFPと労働生産性は、各企業の属する産業の平均値によって相対化されている。この相対化は、時系列での比較を容
易にするために行われている。
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いる。この回帰分析は、従属変数に合併・買収の有無で 0と 1の値をとるダミー変数を置き、生

産性によって回帰するというものである。事業所パフォーマンスを考慮するため、オーナーシップ

の変化や従業者規模などの事業所特性を含めて回帰分析を行っている。回帰分析の結果、生産性の

係数の符号がプラスで有意になっていることから、生産性の高い事業所は、規模などの事業所パ

フォーマンスをコントロールした上でも合併にあいやすいということを統計的に確認している。

回帰分析ではこの他に、250人以上の大規模事業所のみを対象とした場合、生産性の符号が逆転

し、マイナスで有意となることも確認されている。この結果は、大規模事業所になると逆に生産性

の低い企業ほど合併・買収にあいやすいということを示したものである。さらに生産性の成長率を

合併にあったかどうかで 0と 1の値をとるダミー変数で回帰したところ、ダミー変数がプラスで有

意な値を示していることがわかった。この結果から、彼らは合併・買収を経験した企業が合併・買

収後に高い成長率を達成すると結論づけている。

利益率や生産性以外のパフォーマンスに注目した分析には、Baldwin and Gorecki(1987)がある。

彼らはカナダの製造業を対象として、自国企業と外資系企業の参入要因を分析した。分析は、企業

の新規参入を自国企業と外資系企業に分類し、さらにそれぞれを新規に開業されるケースと合併に

伴うケースに分けて、計 4つのグループの参入要因を明らかにしようとするものである45。要因分

析は、新規参入の起こった企業数を産業の規模や参入障壁などで OLS推定するという形で行われ

ている46。分析の結果、参入障壁の高さは自国企業の新規参入とは密接に関係しているが、外資系

企業の新規参入とは関係していないこと、また参入障壁の高い産業では合併に伴う新規参入が多い

ことなどが明らかになっている。

Baldwin and Gorecki(1991)もカナダの製造業を対象として、事業所の参入・退出を特に合併・

買収に注目して分析している。彼らは、1970年から 1982年のカナダの製造業を対象として、事業

所の参入から退出までのパフォーマンスを分析した。データは LPDであり、パフォーマンスとし

ては雇用、企業数、市場占有率などに注目している。分析の結果、合併による参入・退出は、参

入・退出全体に対して大きな割合を占めていることが確認されている。具体的には、出荷額で見た

場合、合併する事業所の占める割合は参入事業所全体の約 40%、退出事業所全体の約 30%に上っ

ていることが明らかにされている。また合併に伴う新規参入では、事業所のパフォーマンスが異な

ることもわかった。これは、合併に伴う事業所の付加価値が参入後に低下するのに対し、新規参入

45参入・退出についてではないが、クロスセクション・データを利用して自国企業と外資系企業の違いを見た分析に Doms
and Jensen(1995)がある。彼らは自国企業、自国の多国籍企業、外資系企業のパフォーマンスの違いを分析している。

46ここでいう参入障壁には、広告費や R&D 支出、最小有効事業所規模 (minimum eÆcient scale) などが用いられて
いる。なお最小有効事業所規模は、独占度を表す指標のことである。Baldwin and Gorecki(1987)では、当該産業の事業
所を雇用の大きいものから順に並べたとき、全体の雇用のうち上位半分に含まれる事業所の平均規模として定義している。

26



事業所の付加価値は参入後に上昇することに基づいている。

この他に、参入年別のコーホートに分類すると、各コーホートの 50%以上は参入後 10年以内に

退出してしまうが、存続している企業の成長が大きいため、コーホート全体で見たときのシェアは

時系列で拡大していることがわかった。この結果から、事業所の退出によって失われる雇用・出荷

額よりも、存続している事業所の雇用・出荷額の拡大の方が大きく、それが製造業全体の成長の一

因となっていると主張している。

一方McGuckin, Nguyen and Andrews(1991)は、アメリカの製造業を対象として、合併後の合

併プレミアムの変化を分析している47。彼らは各企業をビジネスラインで集計し、合併を 3種類に

分類した48。そしてその分類ごとに、退出した企業や事業活動を続けている企業の分布状況などを

計測している。また企業の合併後の合併プレミアムの変化要因を探るため、合併プレミアムを前出

の合併の種類や合併以前の企業間の関係 (友好・敵対関係にあったかどうか)などで回帰している。

この結果、合併後に退出する企業は水平的合併に依るものが多いことが明らかにされた。また合併

プレミアムは、合併の種類ではなく合併以前の関係に依存することも確認されている。

3.2.4 輸出市場への参入・退出に関する研究

サンクコストの存在

企業・事業所の参入・退出については、国内市場のみならず、輸出市場への参入・退出に関して

も分析が行われている49。この輸出市場への参入・退出に関する研究テーマでも特に注目されてい

るのが、サンクコストの存在に関する分析である。企業・事業所が輸出市場に参入するとき、サン

クコストが存在するかどうか、また存在するとすれば企業・事業所のパフォーマンスにどのような

影響を及ぼしているのかということを明らかにしようと試みるものである。以下では、実証分析例

として 2つの研究を紹介する50。

Roberts and Tybout(1997)は、コロンビアの主要輸出 4産業を対象として分析を行っている51。

47合併プレミアムとは、買収される企業の株価の上昇率のことである。ここでは合併が公表される 1ヶ月前の株価からの
上昇率として定義されている。

48この 3種類の形態とは、水平的合併、垂直的合併、コングロマリット型合併である。水平的合併とは、合併する企業と
合併される企業のビジネス・ラインが SICの 4 桁ベースで同じ産業に含まれる場合と定義されている。一方垂直的合併と
は、合併される企業のビジネス・ラインと合併する企業の主要な投入物が SICの 4 桁ベースで同じ産業に含まれる場合、
もしくはその逆の関係が成り立っている場合として定義されている。コングロマリット型合併の定義は明記されていない
が、論文では上記の二つに含まれないものとして扱われている。

49このテーマに関する分析で、クロスセクション・データを用いたものとして Aw and Hwang(1993, 1995)、Aw and
Tan(1993)がある。彼らは台湾を対象として、輸出市場へ参入している企業と参入していない企業のパフォーマンスの違
いなどを分析している。

50Roberts and Tybout(1997) の分析のフレームワークに基づくものである。Roberts and Tybout(1997) の分析のフ
レームワークについては、補論 3 を参照。

51主要輸出 4 産業とは、加工食品、繊維、紙、化学産業である。
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分析では動学的な離散選択モデル、具体的には、前期の輸出市場への参入が今期の参入にも影響す

るようなモデルを設定し、それをプロビットモデルによって推定するというものである。分析の結

果、1期前に輸出市場に参入しているというダミー変数はプラスで統計的に 0と有意に異なるもの

の、2期、3期前のダミー変数については統計的に 0と有意に異ならないことがわかった。この結

果から、サンクコストの存在は否定できないとしながらも、その影響は長期にわたるものではない

と主張している。この推定結果を基にして、企業が輸出市場に参入する予測を行ったところ、前

期に輸出市場に参入していた企業が今期も継続して輸出する確率は 60%ポイントに上ることがわ

かった。その一方で、2期以上前に輸出市場に参入していた企業が（前期に一度輸出を中断して）

今期に再び輸出市場へと参入してくる確率は極めて低く、これまでに輸出市場に全く参入していな

い企業とほとんど変わらないことも明らかになった。

Bernard and Jensen(1997)は、1986年から 1992年のアメリカの製造業を対象として、事業所

が輸出市場に参入する要因について分析したものである。彼らは、事業所が輸出市場に参入する要

因として 1)サンクコスト、2)各州の輸出促進政策、3)ある事業所の輸出が別の事業所の輸出を誘

発するというスピルオーバー効果の 3つに注目した。モデルの推定にあたっては、関数型を線形で

特定化し、従属変数には輸出市場に参入しているかどうかで 0と 1の値をとるダミー変数を、また

独立変数にはサンクコスト、輸出促進政策、スピルオーバーを示す代理変数を利用している52。分

析に用いられたデータは、LRDである。分析の結果、前期の輸出市場へ参入している事業所が今

期も参入するかどうかの確率がおよそ 20%にすぎないことから、サンクコストは存在するものの、

その影響が小さいことを明らかにした。また、輸出促進政策とスピルオーバーの代理変数は共に統

計的に有意でないことから、これらの要因は事業所が輸出市場へ参入するための決定要因とはなり

えないと論じている。結論として、事業所が輸出市場へ参入することの要因は、今回の分析では観

測できないような事業所特有のものと考えられるとしている。

輸出市場への参入と企業・事業所のパフォーマンス

輸出市場への参入・退出というトピックでは、この他に輸出市場に参入している企業と参入して

いない企業のパフォーマンスの違いに関する議論が盛んに行われている。その中でも特に注目され

52分析に用いられているモデルは、Roberts and Tybout(1997)と同じものである。輸出促進政策の代理変数としては、
アメリカ各州の輸出促進に対する支出を利用している。またスピルオーバーの代理変数 SPには、次のような変数を利用し

ている。SPsk =
EXskP
k
EXsk

=

P
s
EXskP

k

P
s
EXsk

。ここで Exは輸出額、sは産業、kは州を表わしている。つまり、EXsk は州

k、産業 sの輸出額を表わしている。なお実際の分析では個々の企業の特殊性を反映させるめ、EXskは各事業所の輸出額
の分だけ差し引いた額として定義されている。
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ている問題が次の 2点である。

1) 輸出市場に参入している企業は参入する以前からパフォーマンスが良かったのか？

2) 輸出市場に参入している企業は、輸出市場に参入していない企業と比べてパフォーマンスが良

いと言えるのか？

この 2つの問題を解明しようとした分析例として、以下では 3つの分析を紹介する。Bernard

and Jensen(1999)は 1984年から 1992年までのアメリカの製造業を対象として、LRDを用いて分

析を行っている。輸出市場に参入するかどうかで 0と 1の値をとるダミー変数を従属変数に置き、

生産量や雇用量などの企業のパフォーマンスで回帰するというものである。推定にはプロビットモ

デルが利用されている。分析の結果、雇用や生産性の係数はプラスで有意な値を示していることが

わかった。

次に、企業が輸出市場に参入することによってその企業のパフォーマンスがどのように変わるの

かを分析している。雇用や TFPなどの企業パフォーマンスの成長率を従属変数に置き、事業所の

その他のパフォーマンスによって回帰分析するという手法を採用している。輸出市場に参入してい

る企業とそうでない企業を区別するため、独立変数には 3種類のダミー変数を用いている。第一は

輸出市場から退出した企業に関するダミー変数である。第二は、輸出市場に存続している企業に関

するダミー変数である。第三は、輸出市場に新規に参入してきた企業に関するダミー変数である。

分析の結果、輸出市場で存続している企業のダミー変数は、雇用に注目する場合にはプラスで大き

い値を示していることが確認されている。一方、出荷額や賃金などの成長に注目する場合、存続事

業所とその他の事業所の間で顕著な違いは見られなかった。これらの結果から、輸出市場に参入す

る企業は輸出市場に参入する以前からパフォーマンスが良いが、参入後にパフォーマンスが良くな

るとは言えないという結論を導いている。

Clerides, Lach and Tybout(1996)もまた、上述した 2つの問題について分析を行っている。彼

らはコロンビア、モロッコ、メキシコを対象として、まず企業の平均可変費用と労働生産性を計測

し、これらの 2変数が輸出市場に参入している企業と参入していない企業の間でどのように異なる

のかを確かめている。この分析の結果、輸出市場に参入している企業と参入していない企業の間で

は、平均可変費用と労働生産性に大きな差が見られないことを明らかにした。

次に彼らは、これらの事実をより詳細に分析するため費用関数を回帰分析によって推計してい

る。回帰式の独立変数に前期に輸出市場に参加していたかどうかを示すダミー変数と企業パフォー

マンスを表わす変数を含めている。従属変数にはコストの成長率を用いることで、企業のパフォー
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マンスと前期の輸出市場への参入が平均可変費用に対しどのような影響を及ぼすかに注目してい

る。分析の結果、輸出市場への参入を示すダミー変数が統計的に有意な値を示さないことがわかっ

た。この結果から、輸出市場への参入が企業のコストの削減に貢献しているとは言えないことを主

張している。

また彼らは、輸出市場に参入している企業の存在がその他の企業の輸出市場への参入を促進する

というスピルオーバーの効果についても分析を行っている。この分析は、スピルオーバーの代理変

数を先述の費用関数に加えて回帰し、スピルオーバーの代理変数の統計的有意性と符号条件を確認

するというものである53。分析の結果、スピルオーバーの変数は統計的には有意でないもののプラ

スの符号を示していることから、輸出市場に参入している企業の存在が他の企業の輸出市場への参

入を容易にしていると結論づけている。

Bernard and Jensen(1995b)は、特に参入後のパフォーマンスに注目して賃金と雇用という視点

から分析を行っている。彼らは、1976年から 1987年のアメリカの製造業を対象として、輸出市場

に参入している企業と参入していない企業それぞれについて雇用規模、賃金、労働生産性、資本比

率などを計測した。分析には ASMが利用されている。計測結果では、輸出市場に参入している企

業は参入していない企業に比べて、雇用規模、資本労働比率が大きく、労働生産性が高いことが示

されている。また、輸出市場に参入している企業は参入していない企業よりも平均 14.5%高い賃金

を支払っていることもわかった。

次に彼らは、回帰分析によって事業所の地域や産業、事業所パフォーマンスなどをコントロール

した上でもなお雇用・賃金に差が見られるかどうかを確かめている。この回帰分析は従属変数に雇

用・賃金を置き、輸出市場に参入しているかどうかのダミー変数や資本労働比率、一人当たり労働

時間、産業、地域ダミーなどによって回帰するというものである。その結果、地域、産業、事業所

パフォーマンスをコントロールすると、ダミー変数の係数は小さくなるが符号はプラスであり、ま

た統計的に有意な値を示していることが明らかになった。またこの他に彼らは、輸出市場に参入す

ることでパフォーマンスが良くなるかどうかを確かめるために、観測期間の最初の年に輸出市場に

参入していたかどうかで 0と 1の値をとるダミー変数を用いた回帰分析も行っている。その結果、

ダミー変数がマイナスの値を示すことが確認された。この結果から、輸出市場に参入している企業

が参入後も良いパフォーマンスを示しているとは言えないと論じている。これらの分析を通じて、

次のような結論を出している。すなわち、雇用・賃金という視点から見た場合、輸出市場に参入す

53スピルオーバーを示す変数とは、各企業と同じ産業、同じ地域に属する企業のうち輸出市場に参入している企業の割
合として定義されている。
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る事業所は参入していない事業所に比べて良いパフォーマンスを示している。しかし、前期に輸出

市場に参入していたからと言って、今期のパフォーマンスが良いとは限らない、というものである。

3.3 政策の効果に関する研究

ロンジチュージナル・データは企業・事業所の情報を時系列的に追跡できるため、政策の変化が

企業・事業所にどのような影響を及ぼしたのかを分析する上でも非常に有用である。政策の効果が

一時的な場合、あるいは効果が現れるまでに時間を要する場合などには、クロスセクションデータ

では政策を正しく評価することができない。

本項では、政策の変化が企業・事業所のパフォーマンスにどのような影響を及ぼすのかについて

見た 4つの分析を紹介する54。

Harris, Schiantarelli and Siregar(1994)は、1981年から 1988年のインドネシアの製造業を対象

として、金融自由化政策が事業所の行う投資にどのような影響を及ぼすかについて分析した。彼ら

はインドネシアの事業所データを用いて、事業所を雇用規模、親企業の雇用規模、輸出市場に参入

しているかどうかで分類し、各分類ごとに負債状況や付加価値、資本ストックなどを計測した。

次に、インドネシアの金融自由化政策が事業所の資金調達にどのような影響を及ぼしたのかを見

るため、一般加速子型 (general accelerator type)の投資関数を回帰分析によって推計している。資

金調達の制約を示す独立変数として事業所のキャッシュ・フローや負債・資本比率 (debt-to-capital

ratio)などを利用し、従属変数に投資率を用いている。そして資金調達に関する変数の係数が金融

政策後にどのように変化するのかを分析している。その結果、小規模企業に関しては、キャッシュ・

フロー、負債資本比率の係数が金融自由化後に小さくなることがわかった。従って、金融自由化政

策は小規模事業所の資金調達の制約を取り除く働きがあったとしている。

Moss and Tybout(1994)は、チリとコロンビアの製造業を対象として、財政政策が事業所のエ

ネルギー利用にどのような影響を及ぼしたのかについて分析している。彼らはエネルギー利用の変

化の要因を探るため、まず製造業全体のエネルギー利用の変化を事業所間の変化と事業所内の変化

の 2種類に分解した。この分解の結果、製造業のエネルギー利用の変化は事業所間の変化ではなく

事業所内の変化に依存していることが明らかになった。この結果より、彼らはエネルギー利用の変

化に対しては、事業所の参入・退出による調整ではなく、事業所内の調整によって対処することが

できると主張している。

54なお分析に用いられたデータや主なファインディングは表 8にまとめた。
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エネルギー利用の変化が事業所内の変化に依存していることの要因として燃料価格の変動が考え

られることから、彼らは炭素税や補助金などの政策が事業所の汚いエネルギー (dirty energy)の利

用を食い止める働きがあったと主張している55。また彼らはこの他に、エラーコンポーネンツモデ

ルによって各事業所のエネルギー支出の変化が事業所の異質性に依存していることも明らかにして

いる。

Tybout and Westbrook(1995)は、1984年から 1990年までのメキシコを対象として、貿易自由

化が事業所にどのような影響を及ぼしたかについて分析を行った。彼らはまず産業全体の平均費用

の変化と生産性の変化の要因について分析している。具体的には、平均費用の変化と生産性の変化

をそれぞれ 1)事業所の規模の変化の貢献部分、2)事業所間のシェアの変化による貢献部分、3)稼

働率や外部効果など 1)、2)以外のその他の変化の貢献部分の 3つに分解し、どの要因が強く働い

ているのかを計測した。計測の結果、各産業の生産性の変化は第三の要因、すなわち規模やシェア

の変化ではなく外部効果などの要因が働いていることを示した。

次に貿易自由化後の変化と生産性の変化の関係を明らかにするため、貿易自由化を示す輸入浸透

率などの変数と、上述の 3種類の要因との相関係数を計測した56。輸入浸透率と生産性の上昇との

間に高い相関が見られることから、貿易自由化は輸入財を生産する企業にプラスに働いたと論じて

いる。この他、貿易の自由化を示す変数と規模の変化による生産性の変化との間に相関関係が見ら

れないことを示し、貿易の自由化が規模効果を生むというこれまでの議論を否定している。

Harrison(1994)は 1979年から 1987年のコートジボアールの企業を対象として、貿易自由化が

事業所の生産性にどのような影響を及ぼしたかについて見たものである。分析の方法は、マーク

アップ (価格・費用マージン)を考慮した上で生産関数を変形し、回帰分析によってこの生産関数

を推計するというものである57。分析の結果、貿易の自由化は関税の減少という視点から見た場合

は生産性にプラスの効果があるとしているが、輸入浸透率の増加という視点から見た場合は生産性

への影響は不確定なものになることが明らかになった。

これらの政策効果に関する分析は、金融・貿易の自由化政策が企業・事業所のパフォーマンスを

改善させる傾向にあることを明らかにしている。この結果から、途上国の経済発展に競争の導入が

必要であると述べられているが、政策の代理変数の定義によっては結果が少なからず変わってくる

55Moss and Tybout(1994)は電気エネルギーを「きれいなエネルギー (clean energy)」、それ以外の石炭などのエネル
ギーを「汚いエネルギー (dirty energy)」と定義している。この理由として、彼らは電気が hydro powerによって生成さ
れるため、その他のエネルギーよりも相対的に「きれい」な点を挙げている。

56貿易自由化を示す変数として、Tybout and Westbrook(1995)は輸出シェア、輸入浸透率、名目関税率、有効保護率
などを用いている。

57Harrison(1994)では、マークアップは労働・資本比率と原材料・資本比率の加重平均にかかる係数として表現されて
いる。また、生産性 (TFP)は回帰式の定数項部分として定義されている。

32



ことに注意する必要がある。

3.4 日本に関する実証分析

日本では、ロンジチュージナル・データそのものが整備されていない。しかし、研究者自身が企

業・事業所ベースのデータを直接接続する形で、この分野の実証分析が始められている。ここでは

その研究例として、10の分析を紹介する58,59。

3.4.1 雇用・賃金に関する研究

日本のロンジチュージナル・データを利用した分析は、特に雇用に関する分野で積極的に行われ

ている。日本の雇用創出・雇用喪失について分析したものとして、以下では 3つの論文を紹介する。

Genda(1998)は Davis, Haltiwanger and Schuh(1996)に倣い、日本の雇用創出・雇用喪失につ

いて分析したものである。分析には 1991年から 1995年までの『雇用動向調査』が用いられてい

る。この分析の特徴は、従業者の属性の違いや雇用変動の要因をより詳細に分けて分析している点

である。具体的には、常用労働者と臨時・日雇労働者の違い、一般労働者とパートタイムの違い、

男性と女性の違いに注目して両者の雇用創出・雇用喪失の間にどのような違いがあるかを分析して

いる。

また雇用変動の要因分析では、事業所の雇用創出・雇用喪失の要因を 1)同一企業の事業所間の

移動 (配置転換)によるもの、2)親会社と子会社間の移動 (出向)によるもの、3)その他の要因 (新

規の雇用創出・雇用喪失)の 3つに分類して計測している60。分析の結果、Genda(1998)は 1991

年から 1995年の日本のグロスの雇用創出・雇用喪失はそれぞれ 4.0%、3.9%であり、雇用の再配

置がおよそ 8.0%に上っていることが明らかとなった。また、常用労働者、一般労働者の雇用創出

率・雇用喪失率は臨時・日雇労働者、パートタイムに比べて低い値であること、一般労働者の雇用

創出率・雇用喪失率に注目すると男性より女性の方が高い値を示していることなどを示した。

雇用変動の要因としては、新規参入事業所・退出事業所による雇用創出・雇用喪失が大きな役割

58この他の日本に関する研究例としては、日本の企業と銀行の関係に注目した Hoshi, Kashyap and Scharfstein(1990,
1991)や設備投資に注目した浅子・國則・井上・村瀬 (1997)、小川・鈴木 (1997)などがある。分析に利用されているデータ
は、Hoshi, Kashyap and Scharfstein(1990, 1991)では Nikkei Financial Dataであり、浅子・國則・井上・村瀬 (1997)、
小川・鈴木 (1997) では『有価証券報告書』（開銀財務データ）である。これらの研究では分析に企業ベースのロンジチュー
ジナル・データを利用しているが、本論文で扱っている 5 つの研究分野 － 雇用・賃金、技術・生産性、参入・退出、政策
の効果、貿易・直接投資 － を超える内容である。詳細については、原論文を参照してもらいたい。
なお日本の企業・事業所統計については、松田 (1991、1999)が詳細な解説を行っている。また企業・事業所を対象とし

た分析とは異なるが、伴・高木 (1999) は擬似的なパネルデータの利用について分析したものであり、データの利用に制約
があるときにどのように対処していくかを議論した重要な文献である。

59本論文で紹介した 10の分析に用いられたデータと主なファインディングは、表 9にまとめた。
60Genda(1997) の分析のフレームワークについては補論 1を参照。
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を果たしており、その大きさは雇用変動全体の 15%以上に上ることを示した。ネットで雇用喪失を

行っている 1,000人以上の企業に注目すると、雇用喪失の 40%以上は配置転換によるものだという

ことを示し、大企業の雇用変動には配置転換が大きな役割を果たしていると述べている。一方、出

向による雇用創出率、雇用喪失率は 0.1%～0.3%となっており、雇用変動に及ぼす影響は小さいこ

とを示した。この他に、全雇用創出のうち 50.0%以上が中小企業によってなされていることから、

日本の雇用創出の多くが中小企業によって行われていることも明らかにしている。

樋口・新保 (1998)も『雇用動向調査』を利用して分析を行っている。この論文の特徴は、次の 2

点である。第一に、この分野の研究としては、比較的長い期間を分析の対象としている。1986年

から 1995年という期間を対象として、バブル期前後で雇用がどのように変動したかを明らかにし

ている。第二に、各産業の違いをより詳細に検討している。雇用創出・雇用喪失・ネットの雇用創

出を産業別に見ることで、政策的インプリケーションの強い分析となっている。

分析の結果、産業全体で見るとバブル期以前は雇用喪失率が安定的に推移しており、雇用のネッ

トの変動は主に雇用創出率の変動に依存していたことがわかった。その一方で、バブル期以降は雇

用喪失率も上昇してきており、ネットの変動が雇用喪失の影響も受けるようになってきていること

を示した。これらの結果から、バブル期の前後で雇用変動のパターンが変わってきていることが明

らかとなった。

産業別に見ると、情報サービス、不動産業では雇用を創出する事業所と雇用を喪失する事業所と

が併存していることがわかった。しかしその一方で、鉄鋼、医療、石油製品といった産業では各事

業所が同じように雇用を創出 (喪失)させていることも確認している。さらに彼らは、各産業を賃

金水準に応じて階層分けし、雇用創出・雇用喪失と賃金の関係を分析している。この分析では、高

賃金産業でネットの雇用創出が観測されている。このネットの雇用創出は、主に雇用喪失の変動に

依存していることが明らかにされている。

森川・橘木 (1997)は事業所の参入・退出に伴う雇用創出・雇用喪失に注目して分析を行っている。

この研究の特徴は、事業所の業種転換に注目している点である。分析には『工業統計調査』(1988

年、1990年、1993年)の個票が利用されている。分析の結果、グロスの雇用の変化のうち約半分

は事業所の開廃業に伴うものであり、残りの半分は事業所の転換によるものであることを明らかに

している。またこの他にも、2桁の産業分類では新規開業参入の比率が 70%～80%と高い値を示す

一方で、産業分類を 4桁まで細かくすると新規開業の比率が 50%程度まで落ち込み、転換参入の

割合が高くなることを示した。この結果から、事業所の産業転換が類似した産業間で頻繁に行われ
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ていることを明らかにした。

橘木・森川 (1998)は事業所の賃金調整関数と雇用調整関数を推計した分析である。彼らは、これ

までの分析の問題点として賃金調整関数、雇用調整関数の推計が事業所の廃業を無視して行われて

きたことを挙げ、それを考慮した上で賃金調整関数、雇用調整関数の推計を行っている。データに

は『工業統計調査』の個票 (1988年、1990年、1993年)が用いられている。推計には、Heckman

の 2段階推計法を利用している。分析の結果、廃業を考慮しない場合、賃金調整関数、雇用調整

関数が共にバイアスを持つことを明らかにした。また推定結果から、事業所の平均賃金 1%の削減

(あるいは上昇の 1%抑制)によって雇用削減が 0.06%少なくなることを導き、賃金の削減が大きい

ほど (賃金の上昇を抑制するほど)雇用の削減は小さくなること、言い換えれば雇用調整と賃金調

整の間にはトレード・オフの関係があることを明らかにしている。

3.4.2 参入・退出、生産性に関する研究

日本のロンジチュージナル・データを用いた実証分析では主に雇用に関する研究が数多くなされ

ているが、雇用以外の分野についても研究が始められている。雇用以外の分野の分析例として、2

つの分析を紹介する。

清水・宮川 (1998)は、事業所の雇用・出荷額が参入・退出・存続事業所でそれぞれどのように

異なるかを分析している。分析の方法は、出荷額の変動を事業所の参入・退出による変動分と存続

事業所の変動分とに分解するというものである。この分析の特徴は、事業所の参入・退出を新規

参入・退出と転換参入・転換退出に分類して分析を行っている点である。分析に用いられたデータ

は、1985年から 1995年の『工業統計調査』である。分析の結果、グロスの出荷額の変化に注目し

た場合、転換参入・転換退出の寄与度が参入・退出事業所、存続事業所と比べて最も大きい値を示

していることが確認されている。この結果は雇用の変化についても同じように確認されている。

また彼らは参入・退出事業所と存続事業所の生産効率の違いを明らかにするため、回帰分析を

行っている。この分析は従属変数に雇用者数を置き、出荷額と参入 (退出・存続)しているか否か

で 0と 1の値を取るダミー変数によって回帰するというものである。回帰分析の結果は注目に値

する。存続事業所の効率性のパラメータが最も大きな値を示していることから、存続している事業

所は参入・退出した事業所よりも労働投入についての生産効率が低いと述べている。この結果は、

相対的に生産効率の高い事業所が国内生産から退出、撤退していることを意味するものであり、事

業所の退出に対する一般的な見方、すなわち「国内では採算が低下する生産部門が海外に移転され
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る」という見方を否定するものとなっている。

中島・前田・清田 (1999)はホワイトカラー部門の生産性に注目した分析を行っている。ここで

は企業ベースで集計したロンジチュージナル・データを利用して、日本企業のホワイトカラー部門

の TFPが計測されている61。これまで計測が難しいとされていたホワイトカラー部門、すなわち

間接部門の生産性を、企業全体の TFP成長率から製造部門 (工場部門)の TFP成長率を差し引く

という形で計測している。分析の対象は、1985年から 1996年までの電気機械企業、鉄鋼企業、輸

送用機械企業 115社である。分析の結果、ホワイトカラー部門の TFPは企業全体の TFPの成長

を抑制しているのではなく、逆に製造部門以上に大きく貢献していることを明らかにしている。例

えば電気機械の代表的企業に注目する場合、1985年から 1996年を通じた企業全体の TFP成長率

は 0.96%であり、このうち製造部門の貢献度が 0.14%ポイントと低い伸びに留まっている一方、ホ

ワイトカラー部門の貢献度は 0.83%ポイントと相対的に大きく寄与している。この結果から、彼ら

は「日本のホワイトカラー部門の生産性が低い」という通説が必ずしも正しくないと論じている。

この研究のポイントは、企業ベースのデータと事業所ベースのデータを組み合わせて用いている

点にある。日本には、事業所の情報と企業の情報を組み合わせたデータは存在しない。このため、

各事業所のオーナーシップを特定することは事実上不可能とされている。この問題に対処するた

め、この論文は企業ベースで調査されている『有価証券報告書』と事業所ベースで調査されている

『工業統計表』を利用している。これら 2つの統計から、企業データと事業所データを接続してい

るのである。

3.4.3 貿易・直接投資に関する研究

日本では、貿易・直接投資に関する分野においてロンジチュージナル・データを利用した分析が

活発に行われている。以下ではこの分野に関する 4つの実証分析を紹介する。

深尾・伊澤・國則・中北 (1994)は、企業の海外進出と生産規模の関係を分析したものである。分

析は、まず企業の海外進出と内外での生産規模に関する意思決定を理論モデルで記述し、次にこの

理論モデルを回帰分析によって実証するというものである。実証分析には、1978年から 1992年の

日本の電気機械産業の 108社 (親企業ベース)のデータを利用している。親会社と子会社のデータ

は、それぞれ各企業の『有価証券報告書』と東洋経済新報社の『海外進出企業総覧』から入手して

いる。分析の結果、先進国向けの直接投資と開発途上国向けの直接投資では、生産規模に対する影

響が異なることを明らかにしている。具体的には、先進国向けの直接投資の場合、海外子会社での

61ここでいうホワイトカラー部門とは、工場部門以外の非製造部門として定義される。

36



労働投入が日本での労働投入と比べて高くなるのに対し、逆に途上国向けの直接投資は海外子会社

での労働投入が日本での労働投入と比べて低くなることを確認している。

深尾・中北 (1995)は電気機械産業に属する企業に注目して、海外生産が輸出と逆輸入にどのよ

うな影響を及ぼすかについて分析している。分析手法は回帰分析に基づくものであり、データには

1989年度から 1992年度までの電気機械産業に属する企業 94社 (本社ベース)が利用されている。

データの出所は通商産業省の『海外事業活動基本調査』である。分析の結果、アジア地域での生産

活動を活発化した企業はアジア向けの輸出を増やしているが、北米での生産活動を活発にした企業

は逆に北米向けの輸出を減少させていることを明らかにしている。ただし輸出から海外子会社から

の逆輸入を控除すると、アジア地域で生産活動を活発にしている企業の純輸出は減少する傾向にあ

ることが確認されている62。

Kiyota(1998)は、1991年から 1995年の日本の電気機械産業に属する企業を対象として、日本の

海外子会社の出資形態に注目した分析を行っている。ここでは、出資形態の違いとして 2種類の視

点を取りいれている。第一は、親企業の出資比率の大きさである。第二の視点は、共同出資 (ジョ

イントベンチャー)のパートナーの違いである。これら 2種類の出資形態を基にして、日本の海外

子会社の出資形態が海外進出後にどのように変化するかが分析されている。東洋経済新報社の『海

外進出企業総覧』から得た海外子会社のデータを、時系列に接続したものが利用されている。分析

の結果、進出時点では現地企業をパートナーとしている場合、そのジョイントベンチャーは解消さ

れやすいことが明らかにされている。また商社をパートナーとする場合には、撤退が少ないことな

ども確認されている。この論文ではこの他に、ジョイントベンチャーのパートナーがどのような要

因で決まるのかという要因分析も行っている。分析には多値選択ロジットモデルが用いられてい

る。要因分析の結果、途上国に進出する場合、カントリーリスクが高ければ現地企業をパートナー

にする傾向があることが明らかにされている。日本企業をパートナーにする要因については、この

分析では明らかにされていない。

冨浦・内田 (1998)は、直接投資ではなく輸入が国内生産に与える影響について、企業ベースの

ロンジチュージナル・データを用いて分析している。彼らは供給関数と需要関数から誘導型を導

き、財の国内生産量と輸入の関係を推定している。データには 1988年から 1995年までの『生産

動態統計』を利用し、推定には企業の特殊性を踏まえて固定効果モデル、変量効果モデルを用いて

いる。分析の結果、同一製品を供給している企業の間でも、輸入価格弾力性に大きな差があること

を示した。大きな価格弾力性が、主に低価格製品を生産する企業に見られることから、輸入との競
62純輸出は輸出から逆輸入額を引いたものとして定義されている。
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合が国内生産に与えるマイナスの影響は低価格の製品を生産する企業に集中的に表われていること

を明らかにした。

4 結論

本論文では、ロンジチュージナル・データの構造や特徴について解説した。そして、ロンジチュー

ジナル・データを用いた近年の 55の実証研究を紹介した。これまでのロンジチュージナル・デー

タを用いた実証研究から明らかにされている事実は、大きく以下のようにまとめることができる。

雇用・賃金を研究テーマとする分析では、グロスの雇用変動は、毎年雇用全体の約 10%の大き

さで起こっていることがわかった。また事業所の規模に注目すると、アメリカの場合、小規模事業

所の雇用創出は大規模事業所と比べて小さい。一方、カナダと日本の場合、小規模事業所の雇用

創出は大規模事業所と比べても大きな割合となっており、製造業全体の雇用創出に大きく貢献して

いる。

技術・生産性をテーマとする分析では、古い事業所ほど生産性が安定的に推移するということが

確認されている。またカナダの中小企業に注目した場合、技術の導入を活発に行っている企業は、

雇用や生産性などのパフォーマンスも良いことが明らかにされている。

事業所の参入・退出に注目した分析の主なファインディングは、以下の 2点である。第一に、事

業所の参入・退出は古い事業所が新しい事業所に取って代わられるのではなく、むしろ新しい事業

所ほど参入・退出を頻繁に行っている。第二に、大規模事業所が退出するときは廃業ではなく買

収・合併される傾向にある。また輸出市場への参入には、サンクコストが存在している。

政策の効果について見た分析は、主に途上国を対象として行われている。分析を通じて明らかに

なったことは、金融・貿易の自由化政策が企業・事業所のパフォーマンスを改善させていることで

ある。この結果から、途上国の経済発展に競争原理の導入が必要であると主張されている。

貿易・直接投資に関する分析では、輸入や海外生産が国内の生産を減少させる可能性があること

が確認されている。ただし輸入の場合、必ずしも全ての製品の生産を減少させているわけではな

い。輸入と直接競合しない高価格製品の場合、生産が減少するという事実は確認されていない。

ロンジチュージナル・データを用いた実証研究を通じて、多くの特徴的な事実が明らかにされて

いる。しかしその一方で、企業・事業所の異質性を強調する研究も存在する。例えば、雇用創出・

雇用喪失に関する分析では同じ産業内でもパフォーマンスの異なる企業が同時に存在することが明

らかにされている。この企業・事業所の異質性をどのように説明していくか、どのような属性に
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よってコントロールしていくかが、この分野における理論的・実証的な研究課題と言える。

ロンジチュージナル・データは非常に有用なデータであるが、その利用や取り扱いで若干の注意

点・問題点も存在する。今後日本でロンジチュージナル・データの整備が進むことを踏まえ、最後

にデータを整備する上での注意点・問題点について触れておく。第一の注意点は、企業・事業所の

追跡方法、すなわち永久背番号の付け方に関する問題である。事業所に付ける背番号は、永久に

保存さえすれば良いというものではない。例えば観測期間が長い場合、企業・事業所の成長も考

慮する必要が出てくる。Wagner(1994)によれば、1979年から 1990年までの観測期間のうち 1980

年に新規参入した企業に注目すると、最も雇用を拡大した事業所は、1980年から 1990年までに

4,033.3%の成長率を誇っている。これは、仮に参入時点で 5人の規模だったとしても、10年後に

は 20,017人の大規模事業所になっていることを意味する。このような事業所を「同じ事業所」と

呼べるのかどうかについては議論の余地があるように思われる。

また、事業所の地理的移動をどのように捉えるかという問題も存在する。仮に、事業所の地理的

な移動に伴い、事業所の背番号を付け直すとすると、事業所が新規に開廃業される場合だけでなく

既存事業所が移転するときも、統計上は事業所の新規参入・退出とカウントされてしまう。このた

め事業所がこれまでと全く同じ製品を製造し、オーナーシップも変更せず、従業者に全く変化がな

かったとしても、隣の地区に移転するだけで雇用創出と雇用喪失が起こったものとカウントされて

しまうのである。

地理的移動に関する問題は、現在の日本の統計に生じている問題でもある。現在の日本の『事業

所統計』の場合、統計調査が各市町村別で行われているため、事業所が隣の市に移っただけで事業

所の新規参入・退出とカウントされてしまっている。地域の移動をどのように捉えるか、つまりど

のような地域の移動を事業所の新規参入・退出と捉えるかは十分に注意する必要がある。

第二に、企業・事業所の産業格付けに関するものである。企業・事業所に産業を対応させる場

合、当該企業・事業所の出荷製品の情報が利用される。しかし一般には、企業・事業所が 1つの製

品を出荷しているとは限らず、複数の製品を出荷する企業・事業所も数多く存在する。このような

場合には、主要出荷製品によって産業格付けが行われているが、対象となる事業所や企業の主要出

荷製品が頻繁に変わるときは注意しなければならない。なぜなら、事業所が出荷製品の割合を変え

るだけで、統計上は新規参入・退出が起こったかのように捉えられてしまうからである。Dunne,

Roberts and Samuelson(1989a)や森川・橘木 (1997)、清水・宮川 (1998)でも指摘されているよう

に、今後ロンジチュージナル・データを整備する上では、通常の参入・退出と業種転換に基づく参
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入・退出とを区別できるようにすることが望まれる。

第三に、オーナーシップの定義である。オーナーシップを特定する上では、企業の出資比率が 1

つの基準になる。このとき注意しなければならないのは、複数の企業が 50%以下の出資比率によっ

て事業所をコントロールする場合、オーナーシップが頻繁に変わりうるという点である。出資比率

の微妙な変化によって、統計上買収が繰り返されているかのように処理されてしまうからである。

事業所のオーナーシップを特定化する上で出資比率がどのようになっているのかを企業番号と絡め

て示しておくことが重要である。この点は、企業と事業所だけでなく、海外子会社との接続につい

ても同じである。

現在の日本の工業統計は、事業所と企業の情報が接続されていない。このため、事業所のオー

ナーシップを特定するという分析、すなわち事業所と企業を結びつけるという分析は中島・前田・

清田 (1999)でしか行われていない。また海外子会社と企業を接続するという試みも、深尾・伊澤・

國則・中北 (1994)に限られる。近年、合併・買収が頻繁に行われていること、産業の空洞化が問

題になっていることを踏まえると、企業データと事業所データ・海外子会社との接続は早急に進め

るべき課題だと言えるだろう。

第四に、情報の守秘という点が挙げられる。ロンジチュージナル・データは経済分析には非常に

有用な情報と言えるが、各企業・事業所のプライバシーに関する情報に関与する恐れもある。例え

ば、事業所や企業が少ない地域などでは、企業・事業所の地域と産業、規模の情報がわかれば、そ

の企業・事業所を特定して調べることも可能になってくる。データの匿名性をどのように維持して

いくかについては、今後データの整備を進める上で重要な点だと思われる。

第五に、データのアベイラビリティ（利用可能性）の問題である。ロンジチュージナル・データ

は非常に有用であるが、データの性質上、学部生や大学院生では簡単に利用できないという問題も

ある。データの整備を進めると同時に、どのようなときにデータの利用を可能とするか、データの

利用が制限されているときにどのように対処していくかについても考えていく必要がある。例え

ば、伴・高木 (1999)では擬似的なパネルデータの利用が有効であることが議論されている。今後

日本でロンジチュージナル・データを整備する上で、単なるデータの整備だけでなく、予想される

問題とその対処法も含めて議論が進められることを期待したい。
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補論1 分析のフレームワーク： 雇用創出・雇用喪失

雇用創出・雇用喪失の分析は、一般に次のような分析手法に基づいて行われる。事業所を e、そ

の事業所が所属する産業を s、s産業に属する事業所の集合を Esとする。このとき、t期の産業 s

に属する事業所 eの雇用者数を Lestと定義する。

いま t期と t+ 1期について、分析の対象となる事業所を以下の 3種類に分類する。第一に、新

規参入事業所である。新規参入事業所は、t+ 1期に s産業で事業活動を行っている事業所のうち、

t期に s産業で事業活動を行っていなかった事業所として定義される。第二に、退出事業所である。

退出事業所は、t期に s産業で事業活動を行っていた事業所のうち、t+ 1期に s産業で事業活動

を行っていない事業所として定義される。第三に、存続事業所である。存続事業所は、2期間にわ

たって事業活動を続けている事業所を指すものとする。このとき、t期と t+ 1期の事業所の雇用

量 Lest、Lest+1は、それぞれ次のように表わすことができる。

Lest =

8<
:
Best = 0 (新規参入事業所の場合)

Xest (存続事業所の場合)

Dest (退出事業所の場合)

Lest+1 =

8<
:
Best+1 (新規参入事業所の場合)

Xest+1 (存続事業所の場合)

Dest+1 = 0 (退出事業所の場合)

このとき、産業 sの t期と t+ 1期の雇用者数 Lst、Lst+1は、次のように表わすことができる。

Lst =
X
e2Es

Xet +
X
e2Es

Det (1)

Lst+1 =
X
e2Es

Xet+1 +
X
e2Es

Bet+1 (2)

ネットの雇用の変化を

�Lst = Lst+1 - Lst (3)

とし、存続事業所の雇用創出、雇用喪失に注意して (3)式を展開すると、(1)式、(2)式より、

�Lst =
X
e2E+s

Bet+1 +
X
e2E+s

(Xet+1 - Xet) -
X
e2E-s

jXet+1 - Xetj-
X
e2E-s

Det

= (
X
e2E+s

Bet+1+
X
e2E+s

�Xet) - (
X
e2E-s

j�Xetj +
X
e2E-s

Dt) (4)

と表わすことができる。ここで添え字 +と -は、それぞれ産業 sの中で雇用創出した事業所と雇

用喪失した事業所の部分集合を表わす。また (4)式の前 2項はグロスの意味での雇用創出を、後

2項はグロスの意味での雇用喪失を表わしている。なお、以下では、ネットの意味での雇用創出
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�Lst > 0は �L+stとして、ネットの意味での雇用喪失 �Lst < 0は �L-stとして表わすものとする。

このとき産業 sの雇用創出率を BXRst、雇用喪失率を DXRstとすると、それぞれ

BXRst =
�L+st
Lst

DXRst = -
�L-st
Lst

と表わすことができる。

また雇用の再配置 (reallocation)とボラティリティー (volatility)は、それぞれ次のように定義さ

れる。

Rst =
X
e2E+s

Bet+1 +
X
e2E+s

�Xet +
X
e2E-s

j�Xetj +
X
e2E-s

Det (5)

Vst = Rst - j�Lstj (6)

産業の違いに注目して全産業を集計する場合、雇用の再配置は次のように表わすことができる。

Rt = j�Ltj +
X
s2S

j�Lstj - j�Ltj+
X
s2S

(Rst - j�Lstj) (7)

ここで、j�Ltj = j
P

s2S�Lstjであり、Sは産業全体の集合を表わす。(7)式より、ボラティリティー

は次のように表わすことができる。

Vt =
X
s2S

j�Lstj- j�Ltj +
X
s2S

(Rst - j�Lstj)

(7)式の第 1項は製造業全体のネットの雇用の変化を表わしたものである。第 2項は産業間の雇用

の再配置から製造業全体のネットの雇用の変化を差し引いたものであり、この項は産業間の変化を

示す変数として定義される。第 3項は各産業のボラティリティーの総和である。第 3項は、産業内

の事業所の異質性を反映することから、産業内の変化を示す変数として定義される。

Genda(1997)ヴァージョン

Genda(1997)は、事業所の雇用創出・雇用喪失の要因を 1)同一企業の事業所間の移動 (配置転

換)によるもの、2)親会社と子会社間の移動 (出向)によるもの、3)その他の要因 (新規の雇用創

出・雇用喪失)の 3つに分類して、(4)式の �Xtを次のように拡張して計測を行っている。

�Lst = (
X
e2E+s

Bet+1+
X
e2E+s

�Xet) - (
X
e2E-s

j�Xetj +
X
e2E-s

Det)

= (
X
e2E+s

Best+1 +
X
e2E+s

�Xhaet +
X
e2E+s

�Xshet +
X
e2E+s

�Xothet)

- (
X
e2E-s

j�Xhaetj +
X
e2E-s

j�Xshetj +
X
e2E-s

j�Xothetj +
X
e2E-s

Dest)
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�Xhaet： t期から t+ 1期の存続事業所 eの従業者の変化のうち、同じ企業内の異な

る事業所間の移動に伴うもの (配置転換)

�Xshet： t期から t+ 1期の存続事業所 eの従業者の変化のうち、親会社・子会社間

の労働移動に伴うもの (出向)

�Xothet： t期から t+ 1期の存続事業所 eの従業者の変化のうち、配置転換と出向に

は含まれないタイプの労働移動によるもの (新規の雇用創出・雇用喪失)

Baldwin(1996)ヴァージョン

Baldwin(1996)は、事業所の雇用創出・雇用喪失を賃金でウェイト付けして再計測している。賃

金調整後の各事業所の雇用者数は次のように定義されるものであり、Baldwin(1996)は等価雇用単

位 (equivalent employment unit: EEP)と呼んでいる。

いま t期の事業所 eの雇用者数を事業所の賃金を westとすると、産業 s全体の雇用者数 Lstと

平均賃金 �Wstは、それぞれ Lst =
P

e2Es
Lest、 �Wst = (

P
e2Es

west)=(Lst)と表わすことができ

る。このとき、EEPは

LEEPest = Lest �
west

�Wst

と定義される。ただし、

X
e2Es

LEEPest =
X
e2Es

Lest

である。また t期と t+ 1期の 2期で考えると、LEEPest と LEEPest+1はそれぞれ次のように表わすこと

ができる。

LEEPest =

Æ
XEEPet = Xest �

west

�Wst

(存続事業所のとき)

DEEP
est = Dest �

west

�Wst

(退出事業所のとき)、

LEEPest+1 =

Æ
BEEPest+1 = Best+1 �

west+1

�Wst+1
(新規事業所のとき)

XEEPet+1 = Xest+1 �
west+1

�Wst+1
(存続事業所のとき)。
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補論2 分析のフレームワーク： 雇用の変化の要因分解

生産労働者 (production worker)と非生産労働者 (non-production worker)の違いに注目した分

析では、雇用の変化を産業間（事業所間）の変化と産業内（事業所内）の変化へと要因分解すると

いう手法がよく利用されている。本論文ではその例として、産業内・産業間の変化に関するものと

事業所内・事業所間の変化に関するものの 2つの例を紹介する。

今 t(t = 1; :::; j)期における s産業に属する事業所 e(e = 1; :::; n)の雇用量を Lestとする。t期

の s産業全体の雇用量と全事業所の雇用量は、それぞれ

L�st =
X
e

Lest

L��t =
X
s

X
e

Lest =
X
s

L�st

と表すことができる。t期における事業所 eの全雇用量に対する雇用シェアは Lest=L��tと表され

るため、

Lest

L��t
=
Lest

L�st
�
L�st

L��t
(8)

と表すことができる。変化率を求めると

�
Lest

L��t
= �

�Lest
L�st

�
�
L�st+1

L��t+1
+ �

�L�st
L��t

�
�
Lest

L�st
(9)

(9)式の第 1項は産業のシェアでウェイト付けされた各事業所の対産業シェアの変化であり、産業

内の変化を表わしている。また第 2項は事業所のシェアでウェイト付けされた各産業の全体に対す

るシェアの変化であり、産業間の変化を捉えている。

ここで、t期の事業所 eの雇用量 Letが生産労働者 PLetと非生産労働者 NPLetとの和集計に

よって表わされるとする。すなわち、

Lest = PLest+NPLest (10)

である。(9)式と (10)式より、

�
�Lest
L��t

�
= �

�PLest
PL�st

�
�
PL�st+1

PL��t+1
+ �

�PL�st
PL��t

�
�
PLest

PL�st

+�
�NPLest
NPL�st

�
�
NPL�st+1

NPL��t+1
+ �

�NPL�st
NPL��t

�
�
NPLest

NPL�st
(11)

(11)式は、第 1項と第 3項がそれぞれ生産労働者、非生産労働者の産業内の変化を表わし、第 2項

と第 4項が産業間の変化を表わしている。
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要因分解の手法には、この他に分散分析に基づく方法もある。今仮に、事業所 eの観測期間を通

じた平均生産労働者数を PLe�、全事業所の全観測期間の平均生産労働者数を PL��で表現するとす

る。すなわち、

PLe� =

P
t PLet

j

PL�� =

P
e

P
t PLet

nj

である。各事業所 eの生産労働者数と全体の平均生産労働者数との間には次のような関係がある。

PLet- PL�� = (PLet - PLe�) + (PLe� - PL��)

両辺 2乗して全体の総計を取ると、次のように変形することができる。

X
e

X
t

(PLet - PL��)
2 =

X
e

X
t

(PLet - PLe�)
2 +
X
e

X
t

(PLe� - PL��)
2

+2
X
e

X
t

(PLet - PLe�)(PLe� - PL��)

ここで第 3項は、

X
e

X
t

(PLet - PLe�)(PLe� - PL��) =
X
e

f(PLe� - PL��)
X
t

(PLet - PLe�)g

= 0

となるので、各事業所の生産労働者数と全体の平均生産労働者数の関係は次のように表わすことが

できる。

X
e

X
t

(PLet - PL��)
2 =
X
e

X
t

(PLet - PLe�)
2 + j

X
e

(PLe� - PL��)
2

ここで第 1項は t期の事業所 eの期間平均からの乖離であり、事業所内で起こる変化を表わしてい

ると言える。一方、第 2項は各事業所の期間平均が全体の平均からどの程度差があるのかを示した

ものであり、事業所間の変化と言える。

t期の事業所 eの雇用者数 Letは生産労働者 PLと非生産労働者NPLの和で表されるので、

Let - L�� =
X
e

X
t

(PLet - PL��)
2 +
X
e

X
t

(NPLet -NPL��)
2

=
X
e

X
t

(PLet - PLe�)
2 + j

X
e

(PLe� - PL��)
2

+
X
e

X
t

(NPLet -NPLe�)
2 + j

X
e

(NPLe� -NPL��)
2 (12)

となる。すなわち、(12)式の第 1項と第 3項は事業所間の変化を表し、第 2項と第 4項が事業所

内の変化を表している。
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補論3 分析のフレームワーク： 輸出市場への参入・退出

今、輸出市場に参入しているときと参入していないときで、事業所の利潤が異なるようなケー

スを考える。t期において輸出市場に参入しうる事業所 eの利潤を �e(Ht; zet)とする。ここで Ht

は、全ての企業が t期に共通して直面する外生的な影響であり、政策や為替レートなどを表わす。

また zetは事業所 eに特有の変数であり、資本、労働投入などを表わすものとする。各事業所は輸

出市場に参入すると、輸出量を即座に調節できると仮定する。つまり、利潤を最大にするような輸

出水準を常に達成できるような状態を考える。

ここでまず、t期以前の状態について考える。事業所 eが輸出市場に参入してから経過した期間

を j(j = 0; 1; :::; Je)とする。輸出市場に参入するとき、前期は輸出していなかったがそれ以前に参

入していた場合 (j � 2)、再参入のためのコストが F
j
e(j = 2; 3; :::; je)だけかかると想定する。また

事業所 eがこれまでに一度も輸出市場に参入していない場合 (j = 0)、すなわち t期に初めて輸出

市場に参入する場合には、参入のためのコストが F0e(j = 0)分だけかかるものとする。t- 1期に輸

出市場に参入していた事業所が t期に輸出市場から退出する場合、F1e分のコストがかかるとする。

これらの仮定から、t期において輸出を行う事業所 eの総利潤 ��et(Ht; zet)とサンクコストを除い

た t期の利潤 �etの関係は次のように表わすことができる。

��et(Ht; zet) =

8<
:
�et(Ht; zet) - F0e (t期に初めて輸出市場に参入する場合)

�et(Ht; zet) (t期、t- 1期ともに輸出市場に参入している場合)

�et(Ht; zet) - F
j
e (j期以来 t期に初めて輸出市場に参入する場合)

今 t期に事業所 eが輸出している場合に 1、その他の場合に 0の値をとる Yetという状態変数を

考える。事業所がこれまでに輸出市場に参入していたかどうかを Y
(-)
et = fYet-jjj = 0; :::; Jegによっ

て表わすとする。このとき、t期における事業所 eの利潤 ��etは次のように 1つの式にまとめるこ

とができる。

��et(Y
(-)
et ) = Yet[�et - F0e(1- Yet-1) -

JeX
j=2

(Fje - F0e)
~Yet-j] - F1eYet-1(1- Yet)

ここで、

~Yet-j = [Yet-j

j-1Y
k=1

(1- Yet-k)]

である。~Yet-jは事業所 eが j年前まで輸出市場に参入していたことを表す変数である。このため、

~Yet-jは輸出市場に参入していた最後の年 (t- j年)に 1をとる。

次に、t期以後も含めた状態を考える。事業所 eは無限の時間的視野を持つものとする。t期に

おいて、事業所 eは期待利潤の現在価値を最大化するように無限個の点列 Y
(+)
et = fYet+jjj � 0gか
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ら選ぶと仮定する。このとき、t期において最大化された利潤は次のように表わすことができる。

Vet(
et) = max
Y
(+)

et

Et[

1X
j=t

Æj-t�
�

ejj
et]

ここで、Æは一期の割引率であり、期待値 Et(�)は事業所固有の情報集合
etによって条件付けら

れるものとする。ベルマン方程式 (Bellman's equation)を利用すると、事業所が輸出市場に参入し

ているとする状態変数 Yetは以下の条件を満たす。

Vet(
et) = max
Yet

[��et(Y
(-)
et ) + ÆEtfVet+1(
et+1)jY

(-)
et g)] (13)

ここで、Etは情報集合
etによって条件付けられた期待値を表わす。(13)式の右辺より、t期に

おいて事業所 eが輸出市場に参入するための条件 (participation condition)は、次のように表わす

ことができる。

�e(He; zet) + Æ[Et(Vet+1(
et+1)jYet = 1) - Et(Vet+1(
et+1)jYet = 0)] �

F0e - (F0e + F1e)Yet-1+

JeX
j=2

(F0e - Fje)
~Yet-j (14)

(14)式は、当該事業所が前期も今期も輸出市場に参入している場合には、サンクコストは存在せ

ず、輸出市場への参入条件は �e(He; Zet) � 0となることを表している。逆に事業所が前期に輸出

市場に参入していない場合にはサンクコストが存在し、状態変数 Y
(-)
et の係数によって確認するこ

とができる。実証分析では、事業所 eの将来の期待利潤の増分は潜在変数 (latent variable)~�etに

よって表わすことができると仮定する。すなわち、

~�et = �e(Ht; zet) + Æ[Et(Vet(
et+1)jYet = 1) - Et(Vet(
et+1)jYet = 0)] (15)

である。潜在変数を (15)式のように表わすとき、事業所 eが輸出市場に参入するか否かの決定は、

以下の動学離散選択モデル (dynamic discrete choice model)によって表わすことができる。

Yet =

�
1 (~��et - F0e + (Fe + F1e)Yet-1+

PJe
j=2(F

0
e - F

j
e)~Yet-j � 0 のとき)

0 (それ以外のとき)
(16)

このモデルは、前期に輸出市場に参入している場合に Yet-1 = 1となる。従って右辺第 3項は 0にな

り、この場合サンクコストは存在しない。しかし前期に輸出市場に参入していない場合、Yet-1 = 0

となる。このため右辺第 3項の 1-Yetは 1となり、サンクコストが存在することになるのである。

実際の推定にあたっては、前期に輸出市場に参入しているかどうかで 0と 1の値をとるダミー変数

を利用する。
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図 1: ロンジテューディナル・データの構造
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表 1: LRDの集計項目

Ì( ¿y �	 Ó; 	û �	� �	 Ì( ¿y Ó; 	û

PPN PERMANENT PLANT NUMBER CP COST OF MATERIALS� PARTS� ETC�

ID IDENTIFICATION CR COST OF RESALES

IND TABULATED INDUSTRY CODE CF COST OF FUELS

PPC PRIMARY PRODUCT CLASS EE COST OF PURCHASED ELECTRICITY

PISR PRIMARY PRODUCT SPECIALAIZATION RATIO PE QUANTITY PURCHASED ELECTRICITY

PPSR PRIMARY PRODUCT SPECIALAIZATION RATIO CW COST OF CONTRACT WORK

I�� STATUS OF ESTABLISHMENT CPC COST OF PURCHASED COMMUNICATIONS !� ���������

TVS TOTAL VALUE OF SHIPMENTS

FIB B�O�Y� INVENTORY� FINISHED GOODS

EI EMPLOYER IDENTIFICATION NUMBER WIB WORKINPROGRESS

DIND DERIVED INDUSTRY CODE MIB MATERIALS

ET ESTABLISHMENT TYPE ���!3-	 # FIE E�O�Y� INVENTORY� FINISHED GOODS

AR ADMINISTRATIVE RECORD ���!2	 # WIE WORKINPROGRESS

CC COVERAGE CODE MIE MATERIALS

SC SOURCE CODE TIB B�O�Y� INVENTORY� TOTAL

LFO LEGAL FORM OF ORGANIZATION # TIE E�O�Y� INVENTORY� TOTAL

ST STATE CODE NB NEW BUILDING EXPENDITURES

SMSA STANDARD METROPOLITAN STATISTICAL AREA CODE NM NEW MACHINERY EXPENDITURES

COU COUNTRY CODE UE USED CAPITAL EXPENDITURES

PLAC PLACE CODE BAB BUILDING ASSETSB�O�Y� !� AFTER ����

VA VALUE ADDED MAB MACHINERY ASSETSB�O�Y� !� AFTER ����

VR VALUE OF RESALES BAE BUILDING ASSETSE�O�Y� !

REW RECEIPTS FOR CONTRACT WORK MAE MACHINERY ASSETSE�O�Y� !

MSC MISCELLANEOUS RECEIPTS BR BUILDING RENTS !

MR MACHINERY RENTS !

TE TOTAL EMPLOYMENT BD BUILDING DEPRECIATION !� AFTER ����

PW� PRODUCTION WORKERS� -ARCH MD MACHINERY DEPRECIATION !� AFTER ����

PW� PRODUCTION WORKERS� -AY BRT BUILDING REQUIREMENTS !� AFTER ����

PW� PRODUCTION WORKERS� !UGUST MRT MACHINERY REQUIREMENTS !� AFTER ����

PW� PRODUCTION WORKERS� .OVEMBER RBS BUILDING REPAIR !� ���������

PW PRODUCTION WORKERS�AVERAGE	 RM MACHINERY REPAIR !� ���������

PH� EMPLOYEE HOURS� *ANUARY-ARCH M MATERIAL CODE #

PH� EMPLOYEE HOURS� !PRIL*UNE NQPC QUANTITY PRODUCED AND CONSUMED #

PH� EMPLOYEE HOURS� *ULY3EPTEMBER MQPC QUANTITY RECEIVED AND CONSUMED #

PH� EMPLOYEE HOURS� /CTOBER$ECEMBER MC DELIVERED COST #

PH TOTAL EMPLOYEE HOURS

PI PRODUCT CODE

SW TOTAL SALARIES AND WAGES PQP PRODUCT QUANTITY PRODUCED #

WW WAGES� PRODUCTION WORKERS PQS PRODUCT QUANTITY SHIPPED #

OW WAGES� OTHER EMPLOYEES PV PRODUCT VALUE SHIPPED

LC TOTAL SUPPLEMENTAL LABOR COSTS PQIT QUANTITY OF INTERPLANT TRANSFERS #

LE LEGALLY REQUIRED SUPPLEMENTAL LABOR COSTS PVIT VALUE OF INTERPLANT TRANSFERS #

VLC VOLUNTARY SUPPLEMENTAL LABOR COSTS PQPC QUANTITY PRODUCED AND CONSUMED #

+ �	 �B�O�Y��t�BEGINNING OF YEAR�lG���d�E�O�Y��t�END OF YEAR�lG��

�	 Ó; 	û�AVAILABILITY	!t�!3-lè¼Z�dZ$�piIks�Ó; 	o¿ylG��Ó; 	û#t#-lè¼Z�dZ$

�piIks�Ó; 	o¿ylG��

�	 /¿ys,�$t�«�s!�#��T7ks®mZ$�piIkÓ; 	lG��

¯�Ò -C'UCKIN AND 0ASCOE�����	
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表 2: LRDに含まれる事業所数

® Z$�N !DMINISTRATIVE 2ECORDpH���Z$�N �	

���� ������� ��	
���� ������� �������
���� ������� �������
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������� �������
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������� �������
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������ ��	
���� ������ ��	

+ �	 ¼!DMINISTRATIVE 2ECORD pH���Z$�½mt��¼:�	Ppbs�îQÌ�Z�o
I�Ko��¤sgZoZ$�sXmlG��Fê%pt� $µN���«�l�»ùZ$
�À$p¤^��sQX�pGd��oO»ùZ$�À$mt�wmisZ$�\P�do
IÀ$��^�Xs��/��(<p��»õpiIkt�¨�����ü�ü��

�	 ����®sæMlt�!DMINISTRATIVE 2ECORD t�eÊÃ\kIoI�
�	 !3-pt ADMINISTRATIVE RECORD tÌHZ�kIoI�

JiÒ -C'UCKIN AND 0ASCOE�����	�-C'UCKIN� .GUYEN AND !NDREWS�����	
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表 3: 雇用創出・雇用喪失
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表 4: 技術・生産性

¿
Þæ
éö
©
Å
ò
éñ
âë

Þë
á
À
Þê

í
ß
âé
é¥
®
¶
¶
¯
¦

¿
Þï
ñâ
éð
ê
Þë

Þë
á
Á
å
ïö
ê
âð
¥®
¶
¶
µ
¦

¿
Þé
á
ô
æë
©
Á
æó
âï
ñö

Þë
á

Ð
Þß
ì
ò
ïæ
ë
¥®
¶
¶
²
¦

¿
Þé
á
ô
æë
©
Ä
ïÞ
ö
Þ
ë
á
Çì
å
ë
ðì
ë
¥®
¶
¶
²
¦

¿
Þ
éá
ô
æë
©
Ä
ïÞ
ö
Þ
ë
á
Çì
å
ë
ðì
ë
¥®
¶
¶
³
¦

É
V
á

Z
$
�
�
û
Ê
Ñ
Ã
Í
Ð
G
0
ô
»
à

Z
$
�
Ð
2
6
û
Ð
æ
Á
Ì
Ð
Ô

Â
V
ö
ô
»
à


Ë
f
4
P
W
Ê
:
Û
2
6
û
Ð
G

0
ô
»
à


Ë
f
4
P
W
Ê
 
$
q
Ç
}
Ð
G

0
Í
+
y
¹
Á
»
à


Ë
f
4
P
W
Ê
 
$
q
Ç
}
Ð
G

0
Í
+
y
¹
Á
»
à

�
¥
ä
í
®

¥
ä
í
®

®
Í
Ã

®
Í
Ã

®
Í
Ã

6
$

2
ê
$

ù
½
Â
©
O
�
ª
Â
©
O
¼
ï
Â
©

2
ê
$

2
ê
$

2
ê
$

�
>

®
¶
³
°
ª
®
¶
µ
´

®
¶
´
¯
ª
®
¶
µ
³

®
¶
µ

ª
®
¶
µ
¶

®
¶
µ

ª
®
¶
µ
¶

®
¶
µ

ª
®
¶
µ
¶

Ê
V
Â

É
Ï
Á

É
Ï
Á

Ð
Ê
Ñ
©
À
Ê

Ð
Ê
Ñ
©
À
Ê

Ð
Ê
Ñ
©
À
Ê

,
Ì
Ø
¤
§
ö

Ê
¦
ö
³

õ
¦
Ñ
Ã
Í
ô
�
Æ
Z
$
�
Ñ
O
*
�

Í
ñ
Á
Å
È
õ
¦
Ñ
Ã
Í
ô
=
�
»
í
Ì

<
Í
¤
í
P
à
Á
O
õ
¦
Ñ
Ã
Í
ô
�
Æ

Z
$
�
Ý
Ë
õ
¦
F
Û
ô
�
�
¨
Ì

<
Í
¤
í
P

�
¹
¦
Z
$
�
®
�
¦
Z
$
�
ê
ì

ä
2
6
û
®
à
¦
Ê
Ñ
�
ë
Ì
¦
µ
Ê

®
ñ

Å
Á
P
à
Á
O
é
;
�
¤
Ð
Ú

¯
Ì
Z
$
�
Ñ
Î
¯
¹
Í
±
±
O
�
É
ä

�
¦
Z
$
�
Ý
Ë
2
6
û
®
ò
þ
%

Í
`
ä
»
í
Ì
<
Í
¤
í
P


Ë
f
4
P
W
®
P
�
Ì
Z
$
�

Ñ
O

Ë
f
4
®
P
�
É
Ì
¦
Z
$

�
Ê
�
Û
È
:
Û
2
6
û
®
õ
¦
µ
Ê

®
ñ

Å
Á
P
à
Á
F
Û
æ
6
¯
Ð
u

K
º
ª
¥
ä
O

Ë
f
4
P
W
®
P
�

Ì
Z
$
�
Ð
�
®
õ
¦
�
ô
v
¹
È

¦
í
µ
Ê
®
ñ

Å
Á
P


Ë
f
4
P
W
®
P
�
Ì
Z
$
�

Ñ
O
 
$
q
Ç
}
Í
ä
!
ô
4
î
í
Ì

<
®
¤
í
µ
Ê
®
=
�
·
î
È
¦
í
P
à

Á
O

Ë
f
4
P
W
Í
Õ
¦
 
$
q

Ç
}
Ð
¿
y
û
®
~
»
µ
Ê
ä
À
ë


Í
Ì
Å
Á
P


Ë
f
4
P
W
®
ö
õ
É
¦
í
Z

$
�
Ý
Ë
õ
F
Û
ô
�
�
¨
Ì
<
Í

¤
í
®
ñ

Å
Á
P
à
Á
O

Ë
f
4

®
�
}
:
Û
q
Ð
�
y
ô
õ
ã
í
µ
Ê

ä
=
�
·
î
È
¦
í
P

Å
Þá
á
Þá

Þë
á
Å
Þï
ïæ
ðì
ë
¥®
¶
¶
°
¦

Å
ò
ë
ñ
Þë
á
Ñ
öß
ì
ò
ñ¥
®
¶
¶
³
¦

¿
Þé
á
ô
æë
¥®
¶
¶
²
Þ¦

¿
Þé
á
ô
æë

Þ
ë
á
Çì
å
ë
ðì
ë
¥®
¶
¶
²
Þ
¦

¿
Þ
éá
ô
æë

Þ
ë
á
Çì
å
ë
ðì
ë
¥®
¶
¶
²
ß
¦

É
V
á

V
T
�
]
¸
J
®
�
T
À
$
Ð
2
6

û
Í
�
Þ
¹
Á
~
¹
ô
»
à

2
6
û
Ð
W
*
ô
Ø
U
?
è
Ê
¼
×

î

V
Ó
V
Ð
�
M

ë
»
à


Ë
f
4
P
W
Ê
:
Û
2
6
û
O
u

K
º
ª
¥
Ê
Ð
G
0
ô
»
à

�
g
À
$
Ð

Ë
f
4
P
W
Ê
¿
Ð

�
Ð
�
�
i
m
Ê
Ð
G
0
ô
»
à


Ë
f
4
P
W
Ê
�
%
J
�
o
W
Ð

G
0
ô
»
à

�
å
ð
Æ
¶

¶
ð
ö
Ö
¥
O
Ä
í
O
å
ð
Æ
¶

®
Í
Ã

®
Í
Ã

®
Í
Ã

6
$

2
ê
$

2
ê
$

7
6
$

7
6
$

7
6
$

�
>

®
¶
µ
²
ª
®
¶
µ
¶

¶
ð
ö
Ö
¥
·
®
¶
´
´
ª
®
¶
¶
®

å
ð
Æ
¶
·
®
¶
µ
±
ª
®
¶
¶


Ä
í
·
®
¶
´
¶
ª
®
¶
µ
³

®
¶
µ
±
ª
®
¶
µ
¶

®
¶
µ
±
ª
®
¶
µ
¶

®
¶
µ
±
ª
®
¶
µ
¶

Ê
V
Â

Ì
H
·
î
È
¦
Ì
¦

Ì
H
·
î
È
¦
Ì
¦

Ä
Ð
Ê
Â
ð
Ð
ò
ïó
âö

Ä
Ð
Ê
Â
ð
Ð
ò
ïó
â
ö

Ä
Ð
Ê
Â
ð
Ð
ò
ïó
â
ö

,
Ì
Ø
¤
§
ö

Ê
¦
ö
³

�
]
¸
J
Ð
�
3
Ð
õ
¦
6
$
Ý

Ë
À
$
>
Ð
Ñ
Ã
Í
Ð
Z
a
®
g
·
¦
µ

Ê
®
À
ë

Í
Ì
Å
Á
P
à
Á
Î
J
Á

À
$
Ð
Ñ
Ã
Í
Ñ
ï
Ü
î
É
�
í
Ê
�
T

À
$
ê
ì
ä
Ú
¯
Ì
�
ô
v
¹
È
¦
í

®
O
W
*
|
É
�
í
Ê
�
T
À
$
ê
ì

ä
g
·
¦
�
ô
v
¹
È
¦
í
µ
Ê
ä
=

�
·
î
È
¦
í
P

¶
ð
ö
Ö
¥
É
Ñ
O
6
$
Ü
V
¼
É


Ë
Ð
¼
×
î

V
Ó
V
®
=
�
·

î
Á
P
¹

¹
O
Ò
§
É
²
2
«
Ð
2
6

1
ö
®
Ñ
Ã
Í
Ð
�
¹
Í
~
¹
ô
�
Þ

¹
È
¦
í
Ê
Ñ
¸
ª
Ì
¦
µ
Ê
ä
À
ë


Í
Ì
Å
Á
P

�
g
À
$
Ð

Ë
f
4
P
W
®
O

:
Û
2
6
û
æ
u
K
º
ª
¥
ô
õ
ã

í
y
�
Ê
Ì
Å
È
¦
í
µ
Ê
®
=
�
·

î
Á
P


Ë
f
4
Ð
P
�
Ì
À
$
Ñ
O
+

Í
¸
V
Ö
¼
ô
Ó
;
¹
O
�
2
«
Ð
6

�
ô
�
,
%
Í
È
¨
Ì
<
®
¤
í
µ
Ê

®
ñ

Å
Á
P
à
Á

Ë
P
W
Ð
P
�

Ì
À
$
Ñ
O
�
�
i
m
Í
ä
ê
Ã
!
ô

4
î
í
Ì
<
®
¤
í
µ
Ê
ä
=
�
·
î

È
¦
í
P


Ë
f
4
P
W
®
 
$
q
Ç
}
Ê

 
õ
%
Ì
G
0
Í
¤
í
µ
Ê
ô
v
¹
O


Ë
Ð
f
4
®
�
%
J
�
Ð
o
W
Ê

�
]
Í
G
ñ
Å
È
¦
í
Ê
,
B
¹
Á
P

+
®
¦
Ê
V
Â
Ð
¨
Ã
g
Ì
H
·
î
È
¦
Ì
¦
h
¿
y
Ñ
O
Ê
V
Â
Ð
¯
�

¥J
i
8

¦®
�
\
�
Í
À
Ì
·
î
È
¦
Ì
¦
´
V
¼
ô
�
»
P

¯
¦
É
Ï
Á
·
É
ì
ë
äæ
ñò
á
æë
Þé

Ï
âð
âÞ
ïà
å
Á
Þñ
Þß
Þð
â©

Ä
Ð
Ê
Â
ð
Ð
ò
ïó
âö
·
Ä
ïì
ô
æë
ä
Ð
ê
Þé
éª

Þë
á
Ê
âá
æò
ê
ª
ðæ
÷â
á
Â
ë
ñâ
ïí
ïæ
ðâ
ð
Ð
ò
ïó
âö
©
Ð
Ê
Ñ
Ð
ò
ïó
âö

ì
ã
Ê
Þë
ò
ãÞ
àñ
ò
ïæ
ë
ä
Ñ
â
à
å
ë
ì
éì
ä
ö
©
À
Ê
·
À
â
ë
ðò
ð
ì
ã
Ê
Þ
ë
ò
ãÞ
à
ñò
ïâ
ð«

°
¦
Ä
Ð
Ê
Â
ð
Ð
ò
ïó
âö
Ð
g
7
6
$
h
Ñ
©
Í
ò
ß
éæà

¾
á
ê
æë
æð
ñï
Þñ
æì
ë
©
Å
âÞ
éñ
å
©
Â
á
ò
àÞ
ñæ
ì
ë
ô
�
±
P

57



表 5: 統計上の事業所の参入形態

%NTRANT METHOD

.EW PLANT #HANGE IN
%NTRANT TYPE CONSTRUCTION PRODUCT MIX

.EW FIRM 3INGLEPLANT 4YPE� 


-ULTIPLANT 4YPE� 


%XISTING FIRM 3INGLEPLANT 
 4YPE�

-ULTIPLANT 4YPE� 4YPE�
�$IVERSIFYING	

+ 4YPE�� .EW�SINGLE PLANT
4YPE�� .EW�MULTIPLANT
4YPE�� $IVERSIFYING�MULTIPLANT�NEW PLANT
4YPE�� $IVERSIFYING�SINGLE PLANT
4YPE�� $IVERSIFYING�MULTIPLANT�PRODUCT MIX

� %NTRANT TYPE AND METHOD COMBINATION CANNOT OCCUR�

¯�	 $UNNE� 2OBERTS AND 3AMUELSON�����A	
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表 6: 参入・退出 1
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表 7: 参入・退出 2
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表 8: 政策の効果
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表 9: 日本に関する実証分析
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